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第２ ５疾病・６事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制の構築 

 

１ がんの医療連携体制 

 

（１）現 状 

 死亡の状況  

○ 当地域においては、がんは死因の第１位であり、令和３年には 255人が死亡してお

り、死亡者数全体の 30.0％を占めています。※１ 

○ 人口 10 万人当たりでは、424.7人と全道の 391.2 人、全国の 304.0人（令和３年）

をいずれも上回っています。 

○ がんは、加齢により発症リスクが高まりますが、今後ますます高齢化が進行するこ

とを踏まえると、その死亡者数は今後とも増加していくことが推測されます。    

  【がんによる死亡者数（人口 10 万対）】 

区分 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
宗谷 391.0人 398.5人 435.9人 374.6人 381.3人 424.7人 424.7人
全道 356.3人 360.0人 362.0人 370.1人 372.8人 381.3人 391.2人
全国 295.5人 298.3人 299.5人 300.7人 304.2人 306.6人 304.0人

＊北海道保健統計年報  

 

 がんの予防及び早期発見  

○ がんの原因は、喫煙、食生活、運動等の生活習慣や肝炎ウイルス等の感染症など様々

なものがあり、正しい知識を広めることが重要でありがん予防に向けての普及啓発な

どが行われています。 

○ がんは、早期に発見し治療につなげることが重要であることから、現在、市町村事

業として、肺がん、胃がん、大腸がん、乳がん及び子宮頸がんの各種検診が行われて

いるほか、企業における福利厚生や健康保険組合等における独自の保健事業として、

がん検診が実施されています。 

○ 当地域における検診受診率は、子宮頸がん検診及び大腸がん検診を除き全道平均に

比べ高くなっていますが、北海道の目標値には達していません。 

 

               【がん検診受診率】                               （令和３年度） 

 

胃がん 肺がん 大腸がん 子宮頸がん 乳がん
（目標値：60.0以上） （目標値：60.0以上） （目標値：60.0以上） （目標値：60.0以上） （目標値：60.0以上）

宗谷 7.3% 7.3% 7.3% 14.3% 19.7%
全道 4.9% 4.0% 4.8% 16.3% 13.7%
全国 6.5% 6.0% 7.0% 15.4% 15.4%

※地域保健・健康増進事業報告

区分

 

  

 がん登録  

○ がんの羅患や治療後の経過等に関する情報を漏れなく収集するため、平成 28 年１

月より、がん登録等の推進に関する法律に基づく全国がん登録を実施しています。 

 

 医療機関への受診状況  

○ がん患者の平均在院日数は、全国 19.6日に対し全道 17.3日となっており、全国平

均を下回っています。※２ 

○ がん患者が居住している第二次医療圏内で受診療している割合は、全道では通院が

95.7％、入院が 89.8％となっており、当地域においては、通院 91.1％、入院 53.9％

でともに全道平均より低い状況です。 

資料２-３ 
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また、流出先の圏域は、通院、入院ともに札幌圏域が 1番多く、次いで上川中部圏

域となっています。※３ 

       【がん患者の地域別受診率】 

         

患者数 うち自地域 自給率 患者数 うち自地域 自給率
宗谷 5,303 4,833 91.1% 1,504 810 53.9%
全道 463,026 440,968 95.2% 177,180 172,997 97.6%

＊医療データ分析センター事業（令和４年度）

区分
通院 入院

 

※１ 北海道保健統計年報 第 37 表（令和３年）  

     ※２ 北海道医療計画（令和６年）Ｐ34 抜粋 

※３ 医療データ分析センター（令和４年度） 

   

 医療の状況  

○ 道内においては、国が指定するがん診療連携拠点病院が 21 病院、地域がん診療病

院が１病院、道が指定する北海道がん診療連携指定病院が 21 病院ありますが、当地

域においては、いずれも指定されている医療機関はありません。 

○ がん診療連携拠点病院及び地域がん診療病院並びに北海道がん診療連携指定病院

（以下「拠点病院等」という。）においては、手術療法、放射線療法、薬物療法を効果   

的に組み合わせた集学的治療が実施されています。 

○ 緩和ケアについては、がんと診断された時から、治療、在宅医療など様々な場面で

切れ目なく提供されるよう、拠点病院等の体制整備を行っています。 

また、拠点病院等においては、がん診療に携わる全ての医師に対して、基本的な緩

和ケアの知識と技術を習得するための緩和ケア研修会が開催されています。 

〇 小児・ＡＹＡ世代の患者については、全人的な質の高いがん医療及び支援を受ける

ことができるよう、小児がん拠点病院１病院、小児がん連携拠点病院１５病院が、国

等から指定されています。 

〇 個人のゲノム情報に基づく、個人ごとの違いを考慮したゲノム医療の提供について

は、がんゲノム医療中核拠点病院１病院、がんゲノム医療拠点病院１病院、がんゲノ

ム医療連携病院 13 病院（うち１病院は道外のがんゲノム医療中核拠点病院との連携

病院）が、国からの指定を受けています。 

 

（２）課 題 

 がん死亡者数の減少  

○ がんは、当地域を問わず、全道、全国でも死因の第１位であり住民の健康と生命の

最大の脅威となっていることから、がん対策の総合的な推進により、死亡者数を減少

させる必要があります。 

 

 がんの予防及び早期発見  

○ 発がんリスクの低減を図るため、全ての道民が喫煙の及ぼす影響について十分に認

識することが重要ですが、道内における喫煙率は、男女とも全国平均より高い状況に

あり、喫煙開始年齢の大半が成人に達する前という実態を踏まえ、社会全体で未成年

者が喫煙しない環境づくりに努める必要があります。 

○ また、発がんリスクを軽減するとされている野菜摂取量を増やすなど、食生活の改

善に向けた取組を推進する必要があります。 

○ 当地域のがん検診の受診率は低い状況にあることから、受診率のより一層の向上を

図るため、がん検診の必要性についての普及啓発や受診勧奨の徹底などの対策を推進

する必要があります。  
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 がん登録  

○ がんの羅患や治療後の経過等に関する情報を漏れなく収集し、予防・治療等に効果

的に活用するため、住民に対する普及啓発を行う必要があります。 

 

 医療機関への受診状況  

○ 当地域では、他圏域の医療機関に入院する患者が多くいることから、集学的治療な

どの治療後には、居住地域で継続的な医療を受けることができるよう、医療提供体制

の整備と医療機関等の相互の連携を進める必要があります。 

 

 医療の状況  

○ がん患者や家族の意向を踏まえ、住み慣れた家庭や地域で療養生活を継続すること

ができるよう、在宅医療を推進する必要があります。 

○ 緩和ケアについては、身体症状の緩和に加え、心理社会的な問題への援助など、人

生の最終段階だけではなく、がんと診断された時から行われる必要があります。 

○ 当地域では、拠点病院等に指定されている医療機関がないことから、他地域の拠点

病院等との連携が必要です。 

〇 小児がん及びＡＹＡ世代のがんは、成人のがんとは異なる対策が求められており、

小児がん拠点病院を中心とした地域の医療機関との連携体制の構築を進める必要が

あります。 

〇 がんゲノム医療を受けられる体制を構築し、患者・家族の理解を促し、心情面での

サポートや治療法選択の意思決定支援を可能とする体制を整備する必要があります。 

○ がん患者やその家族に対し、がん医療に関する情報や医療機関、自治体等で行って

いる各種サービスの情報提供が必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

○ 次に掲げる事項を含め、医療機関は、診療ガイドラインに即した診療を実施します。 

◇  血液検査、画像検査（Ｘ線検査、ＣＴ、超音波検査、内視鏡検査、ＭＲＩ、核医

学検査）及び病理検査等の診断・治療に必要な検査を実施します。 

◇  患者の状態やがんの病態に応じて、手術療法、放射線療法、薬物療法を組み合わ

せた集学的治療を実施します。 

◇  がんと診断された時から緩和ケアを実施します。 

〇 新興感染症の発生・まん延時の状況に応じた適切ながん検診の提供体制や、必要な

がん医療の提供体制など地域の事情に応じた連携体制を構築します。 

（４）数値目標等  

        

現状値 目標値（R11） 目標値の考え方 現状値の出典（年次）

胃 7.3 60.0 現状より増加
令和３年度
地域保健・健康増進報
告

肺 7.3 60.0 現状より増加
令和３年度
地域保健・健康増進報
告

大腸 7.3 60.0 現状より増加
令和３年度
地域保健・健康増進報
告

子宮頸 14.3 60.0 現状より増加
令和３年度
地域保健・健康増進報
告

乳 19.7 60.0 現状より増加
令和３年度
地域保健・健康増進報
告

指標名（単位）

がん検診受診率（%）

 

 

 



21 

 

（５）数値目標を達成するために必要な施策 

 がん予防の推進  

○ 健康のために望ましい生活環境やがんに関する正しい知識を身につけることが出

来るよう普及啓発を行います。 

○ 若い世代の喫煙防止対策として、小中学校や地域における健康教育を実施します。 

○ たばこをやめたい人が、医療機関、薬局、市町村、保健所や事業所などの身近なと

ころで禁煙支援を受けることができる体制の整備を促進します。 

○ 受動喫煙を防止するために、公共施設を始め職場や家庭等における禁煙や適切な分

煙を推進します。 

【禁煙外来を行っている医療機関】
市町村 医療機関名

クリニック森の風
道北勤医協　宗谷医院

猿払村 猿払村国民健康保険病院
中頓別町 中頓別町国民健康保険病院
枝幸町 枝幸町国民健康保険病院
豊富町 豊富町国民健康保険診療所
礼文町 礼文町国民健康保険船泊診療所
利尻町 利尻島国保中央病院
幌延町 幌延町国民保険診療所

稚内市

 

 

 がんの早期発見  

○ がん検診の受診率の向上に向け、企業との連携やマスメディア等を活用した普及啓

発を行います。 

○ がん検診と特定健診との一体的な実施を促進するとともに、検診の受診勧奨の取組

を推進するなど、受診率の向上を図ります。 

 

 がん登録の推進  

○ がんの罹患や治療後の経過等に関する情報が予防・治療等に効果的に活用されるよ

う、住民への普及啓発を行います。 

 

 がん医療連携体制の整備  

○ より身近なところで必要な医療を受けることができるよう、がん医療を行う医療機

関、在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション、薬局、歯科医療機関等の関係者間

の連携を促進し、診療から、治療、緩和ケア、リハビリテーション、在宅医療に至る

までのがん医療提供体制の整備及び地域連携クリティカルパス導入に向けた取組み

を推進します。 

○ 当地域では、拠点病院等に指定されている医療機関がないことから、他地域の拠点

病院等との連携を促進するとともに、本方針の進捗状況を踏まえ、拠点病院等の整備

について検討します。 

○ 国が指定する小児がん拠点病院と当地域の医療機関は、小児・ＡＹＡ世代のがん患

者が適切な治療や支援が受けられるよう、診療体制や機能等の情報を共有し、連携体

制の構築に取り組みます。 

○  がんと診断されたときからの在宅を含む緩和ケアが推進されるよう、他地域の拠点

病院等と連携し、がん診療に携わる医師、看護師、薬剤師等に対する緩和ケアの知識

の普及とともに、緩和ケア病床を有する医療機関や在宅療養支援診療所、薬局等の関

係者の連携を促進します。 
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○ 保健所、市町村、医療機関等が連携して、がん患者やその家族に対するがん医療や

がん患者が活用できる各種サービスなどの情報を提供します。 

  

（６）医療機関等の具体的名称 

      【地域がん診療連携拠点病院・北海道がん診療連携指定病院】     【令和３年４月１日現在】 

がん診療連携拠点病院
 第三次  第二次 地域がん診療病院

宗谷 指定医療機関なし 指定医療機関なし
旭川医科大学病院 旭川赤十字病院
ＪＡ北海道厚生連旭川厚生病院 独立行政法人国立病院機構旭川医療センター

市立旭川病院
上川北部 指定医療機関なし 名寄市立総合病院

医  療  圏 北海道がん診療連携
指定病院

 道  北 上川中部

 

 

（７）歯科医療機関の役割 

○ がんの薬物療法や放射線治療に伴う口腔合併症の予防や手術後の肺炎予防等のた

め、周術期の患者に対し、がん診療連携拠点病院やその他のがん医療を行う医療機関

等と連携して、歯科医療機関が専門的口腔管理（口腔ケア、口腔衛生指導、口腔疾患

の治療等）を行う取組みを推進し、より質の高いがん治療の提供につなげます。 

○ 口腔がん早期発見等の役割を担う歯科診療所と病院歯科等の高次歯科医療機関と

の病診連携や医科歯科連携により、口腔がんに対する適切な高次歯科医療を提供でき

るネットワークの充実を図ります。 

 

（８）薬局の役割 

○  適切な禁煙の相談を受ける取組みを推進するとともに、禁煙補助薬の服薬管理など

を通じて、たばこをやめたい人の禁煙支援を行います。 

○  外来化学療法の効果と安全性を高めるためには、患者が薬物治療について正しく理

解し、適切に服薬等を行うことが重要であることから、薬局において、薬学的管理（薬

剤服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、患者への適切な服薬

指導などに努めます。 

○  在宅緩和ケアにおける医療用麻薬の適正使用を推進するため、薬局において、在宅

患者に対し、医療用麻薬の適切な服薬管理などに努めるとともに、医療用麻薬の円滑

な供給を図るため、地域の薬局と医薬品卸相互の連携を図ります。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

○  がん患者が在宅生活に移行するに当たっては、病院看護師等の医療機関のスタッフ

と訪問看護師が入院中から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 

○  在宅で療養生活を継続するがん患者に対して、身体的な苦痛及び精神心理的な苦痛

等の全人的な緩和など、適切な看護の提供や療養生活の支援を行い、生活の質（ＱＯ

Ｌ）の維持・向上を目指します。 

○ 在宅で療養生活を継続するがん患者に対して、治療後の心身の症状や障がいに合わ

せた適切なケアを提供するともに、急変時の対応、在宅での看取りや遺族へのグリー

フケアに取り組みます。 

 

＜グリーフケア＞ 

 大切な人を失った喪失感や悲しみを乗り越えようとしている人たちに寄り添い、援助していくこと。 
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２ 脳卒中の医療連携体制 

 

（１） 現 状 

 死亡の状況  

○ 当地域では、令和３年に 49（全道 4,780 人）が脳血管疾患を原因として死亡してお

り、死亡数全体の 5.8％（全道 6.9％、全国 7.3％）を占めており、死因の第４位とな

っています。※１ 

○ その内訳は、脳梗塞 41.2％（全道 56.3％、全国 55.9％）、脳出血 47.1％（全道 30.1％、

全国 30.8％）、くも膜下出血 5.9％（全道 11.0％、全国 10.5％）となっており、特に

脳出血が全道・全国と比較して高い割合となっています。※２ 

○ 脳血管疾患の死亡率を全道・全国と比較すると、人口 10 万人当たり、81.6（全道

92.9、全国 83.3）全国及び全道より低い傾向にあります。※１ 

 

 健康診断の受診状況  

○ 脳卒中の発症を予防するためには、定期的な健診の受診により高血圧、糖尿病、脂

質異常症等の危険因子を早期に発見することが重要ですが、令和３年度の当地域の特

定健康診査の受診率は、29.8％（全道 27.9、全国 36.4％）であり、平成 30年度（26.9％）

より向上しているものの、全国と比較すると低い状況です。※３ 

○ また、本地域では、脳卒中の危険因子である高血圧有病者の割合が高く、喫煙率が

高い状況にあります。 

 

 医療機関の受診状況  

○ 本道における令和２年の脳血管疾患の受療率（人口 10 万人対）では、入院が 164

（全国 98）、外来が 64（全国 59）であり、全国と比較して入院受療率が 1.7倍高い状

況にあります。※４ 

○ また、脳血管疾患患者の平均在院日数は 102.8日で、平成 29（101.1日）からやや

長くなっており、全国（76.8日）との比較では、26.0日長くなっています。 

脳梗塞患者の平均在院日数は 102.1日で、全国（72.3日）より 23.8日長い状況です。

※４ 

○ 脳血管疾患患者が地域内で受診している割合は、全道では通院が 89.4％、入院が

92.9％となっており、当圏域においては、通院 52.6％、入院 30.8％でともに全道平

均より低い状況です。 

また、流出先の圏域は、通院、入院ともに札幌圏域が１番多く、次いで上川中部圏

域となっています。 ※5 

   【脳血管疾患患者の地域別自給率】 

患者数 うち自地域 自給率 患者数 うち自地域 自給率
宗谷 6,161 3,238 52.6% 7,355 2,263 30.8%
全道 605,820 541,631 89.4% 25,041 23,269 92.9%

＊医療データ分析センター事業（令和４年度）

区分
通院 入院

 

 

※１ 北海道保健統計年報 第 37 表（令和３年） 

※２ 北海道地域保健情報年報 第 14－1表（令和３年） 
※３ 市町村国保特定健診・特定保健指導等実施状況速報値（令和３年度）、令和３年度法定報告速報値 

※４ 北海道医療計画（令和６年）Ｐ44抜粋 

※５ 医療センター分析センター事業（令和４年度） 

 

 医療機関の状況  

（急性期医療を担う医療機関について） 

当地域で、血液検査および画像検査（ＣＴ、ＭＲＩ、超音波検査等）、外科的治療（開
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頭手術、脳血管内手術等）、ｔ－ＰＡによる血栓溶解療法の全てが２４時間対応可能（輪

番制を含む）なのは、１医療機関（社会医療法人禎心会稚内禎心会病院）です。  

 

（回復期医療を担う医療機関について）  

脳卒中の回復期リハビリテーション料の保険診療に係る届出医療機関は、当地域では

４医療機関（市立稚内病院、社会医療法人禎心会稚内禎心会病院、浜頓別町国民健康保

険病院、礼文町国民健康保険船泊診療所）です。 

 

（医療従事者について） 

○ 急性期医療を担う医療法人禎心会稚内禎心会病院では、日本脳神経外科が学会専門

医２人、理学療法士５人、作業療法士４人、言語療法士４人が従事しています。 

○ 回復期医療を担う市立稚内病院、社会医療法人禎心会稚内禎心会病院、浜頓別町国

民健康保険病院、礼文町国民健康保険船泊診療所では、あわせて理学療法士６人、作

業療法士４人、言語療法士４人が従事しています。 

 

（２）課 題 

 疾病の発症予防  

○ 特定健康診査の意義を広く周知するとともに、脳卒中の危険因子である高血圧や糖

尿病、脂質異常症、喫煙習慣や過度な飲酒習慣がある者への支援を早期に開始し、発

症予防に努めることが必要です。 

○ 施設内禁煙等の環境づくりを推進するなど、受動喫煙防止対策の強化が必要です。 

 

 医療連携体制の充実  

○ 急性期の専門的診療を速やかに受けることができるよう消防機関と医療機関及び

医療機関相互の連携体制の充実・強化が必要です。 

○ 急性期から維持期までの病状に応じて、一貫したリハビリテーションが受けられる

よう、関係機関の連携体制の充実が必要です。 

〇 デジタル技術の活用により、効果的な医療機関間や地域間連携を進め、医療が継続

して実施される体制を構築することが必要です。 

 

 在宅療養が可能な体制  

○ 脳卒中の再発及び合併症を予防し、生活機能を維持・回復しながら在宅で療養生活

を継続できるよう、医療及び介護サービスが相互に連携した支援が必要です。 

  

（３）必要な医療機能 

   発症予防  

（かかりつけ医） 

○ 高血圧、糖尿病、脂質異常症、心房細動等の基礎疾患に対する治療や食事、運動、

喫煙、過度の飲酒等の生活習慣の改善を促し、脳卒中の発症を予防します。 

○ 脳卒中を疑う症状出現時の対応について、患者・家族等患者の周囲にいる者に対

する教育・啓発を行います。 

 応急手当・病院救護  

（本人及び家族等周囲にいる者） 

○ 発症後速やかに救急要請を行います。 

（消防機関と急性期医療を担う医療機関の連携） 

○ 救急要請後１時間以内を目途に急性期医療機関へ搬送します。 

○ メディカルコントロールに基づく適切な観察・判断・処置を行います。 
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 急性期医療  

（急性期医療を担う医療機関） 

○ 患者の来院後、速やかに（１時間以内に）専門的治療を開始します。 

○ 臨床検査や放射線等機器検査（ＣＴ検査、ＭＲＩ検査）、治療（開頭手術または

脳血管内手術等）を 24時間体制で実施します。 

○ 適応のある脳梗塞症例に対する t－ＰＡによる血栓溶解療法を実施します。 

また、適応時間を超える場合でも、血管内治療などの高度専門治療の実施につい

て検討します。 

○ 呼吸、循環、栄養等の全身管理及び感染症や深部静脈血栓症等の合併症に対する

診療を実施します。誤
ご えん

嚥性肺炎の予防については、歯科医療機関等を含め、多職種 

間で連携して対策を図ります。 

○ 廃用症候群や合併症を予防し、早期にセルフケアを可能とするためのリハビリテ

ーションを実施します。 

○ 回復期及び維持期の医療機関等と診療情報や治療計画（リハビリテーションを含

む。）を共有するなどして連携を図ります。 

 

 回復期医療  

（回復期医療を担う医療機関） 

○ 身体機能の早期改善のための集中的なリハビリテーションを実施します。 

○  再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の適切な管理を行うとともに、誤嚥性肺炎

の予防や抑うつ状態・認知症など、脳卒中に合併する種々の症状や病態に対する対

応を行います。 

○ 再発が疑われる場合には、急性期の医療機関との連携などにより、患者の病態を

適切に評価します。 

○ 急性期及び維持期の医療機関等と診療情報や治療計画（リハビリテーションを含

む。）を共有するなどして連携を図ります。 

 

 維持期医療  

（介護老人保健施設、介護保険によるリハビリテーションを担う医療機関等） 

○ 在宅や施設等における生活機能を維持・向上のためのリハビリテーション（訪問

及び通所リハビリテーションを含む。）を実施し、在宅等への復帰及び日常生活の

継続を支援します。 

○ 再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の適切な管理を行うとともに、誤嚥性肺炎

の予防や抑うつ状態・認知症など、脳卒中に合併する種々の症状や病態に対する対

応を行います。    

○ 合併症発症時や脳卒中の再発時には、患者の状態に応じた適切な医療を提供でき

る医療機関と連携して対応します。 

○ 回復期や急性期医療機関等と、診療情報や治療計画（リハビリテーションを含む。）

を共有するなどして連携を図ります。 

○ 介護支援専門員を中心に介護保険関連施設、訪問看護ステーション、歯科診療所、

薬局等と連携して在宅医療を行います。 
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（５）数値目標等 

指標区分
計画

策定時
目標値（R11）

目標数値の
考え方

現状値の
出典（年次）

1 1 現状維持
北海道保健福祉部調査
急性期医療の公表医療機関
（令和4年4月1日現在）

4 4 現状維持
北海道保健福祉部調査
急性期医療の公表医療機関
（令和4年4月1日現在）

実施件数等 1 増加
パスを活用し
た治療の推進

北海道保健福祉部調査
急性期医療の公表医療機関
（令和4年4月1日現在）

全体 851

脳卒中 49

死因別死亡率(人口10万
対）

脳卒中 81.6 減少
現状値以下を
目指し設定

北海道保健統計年報
（令和３年　第４０表）

特定健康診査 29.8 70.0％以上
医療適正化
計画と調和を
図り設定

令和3年度特定健診・特定
保健指導実施結果集計表
（法定報告速報値）

特定保健指導 38.3 45.0％以上
医療適正化
計画と調和を
図り設定

令和3度特定健診・特定保
健指導実施結果集計表
（法定報告速報値）

＊「北海道健康増進計画」（令和6年度～令和17年度）と調和を図る指標の目標値については、令和17年度も維持・向上とする。

北海道保健統計年報
（令和３年　第３９表）

指標名（単位）

体制整備

急性期医療を担う医療機関数（か所）

回復期リハビリテーションが実施可能
な医療機関数（か所）

地域連携クリティカルパスの導入

参考指標

特定健康診査・特定保
健指導実施率（国保）

（％）

減少
死亡者数（全体及び脳
卒中）   (人）

現状値以下を
目指し設定

 

 

（６）数値目標等を達成するために必要な施策 

 予防対策の充実  

○ 脳卒中は初発を予防することが第一であり、生活習慣病の進展段階に応じた一次予

防対策が重要です。高血圧や糖尿病、脂質異常症、メタボリックシンドローム、喫煙

習慣がある者への支援を早急に開始し、脳卒中の発生予防に努めます。 

○ 道・市町村・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を住民に周知するととも

に、脳卒中の発症を予防するための保健事業の推進、特定健康診査・特定保健指導の

充実に努めます。 

○ 施設内禁煙等の環境づくりを推進し、受動喫煙防止に努めます。  

 

 医療連携体制の充実  

○ 急性期から回復期、維持期まで切れ目のない適切な医療（リハビリテーションを含

む）が提供できるよう、地域連携クリティカルパスやＩＣＴを活用した地域医療情報

連携ネットワーク、保健医療福祉連携推進会議等を通じて、患者の受療動向に応じた

連携体制の充実を図ります。 

○ 宗谷地域リハビリテーション広域支援センターでは、関係職種による意見交換会、 

講師バンク（医師、理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士）の設置・運営、関係職

員等に対する研修会の開催等を行っています。今後も生活機能の維持及び向上のため

のリハビリテーションサービスが地域において適切かつ円滑に提供されるよう体制

整備を図ります。 

○ 発症予防の段階から、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期医療、維持期医

療における医療機関及び関係団体の取組みを促進します。 

 

（７）医療機関の具体的名称 

 急性期医療  

  （急性期医療を担う医療機関の公表基準） 

   次の①～③について２４時間対応可能である病院・診療所 

      ①  血液検査及び画像検査（ＣＴ、ＭＲＩ、超音波検査等） 

   ② 開頭手術（脳動脈瘤クリッピング術、脳内血腫除去術、減圧開頭術等）、     
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外科的血行再建術かつ脳血管内手術 

   ③t－ＰＡによる血栓溶解療法                                         

  （医療機関名） 

    社会医療法人禎心会稚内禎心会病院 

                    

   回復期医療  

  （回復期医療を担う医療機関の公表基準）   

   次の①②の両方を満たす病院・診療所 

      ①  脳血管疾患等のリハビリテーション科の保険診療に係る届出をしていること。 

   ② 脳卒中の回復期リハビリテーションの対応が可能であること。 

  （医療機関名）  

     市立稚内病院、社会医療法人禎心会稚内禎心会病院、浜頓別町国民健康保険病院、 

   礼文町国民健康保険船泊診療所 

 

（８）歯科医療機関の役割 

脳卒中の後遺症に関連する口腔機能低下や口腔衛生状態の悪化は、摂食
えん

嚥
げ

下障害、 
そ

咀
しやく

嚼 障害及び構音障害につながり、更には
ご

誤
えん

嚥性肺炎の発症リスクとなります。 

   脳卒中発症者における誤嚥性肺炎等を予防するため、病院歯科を含む地域の歯科医 

療機関が、多職種によるケアカンファレンス等を活用し、急性期等の入院期間から在

宅療養に至るまでの適切な歯科治療、専門的口腔ケア及び口腔機能訓練の提供に努め

ます。 

 

（９）薬局の役割 

○ 脳卒中の発症予防や再発予防のためには、患者が薬物治療について正しく理解し、

適切に服薬等を行うことが重要であることから、薬局において、薬学的管理（薬剤服

用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、患者への適切な服薬指導

などに努めます。 

○ 在宅患者に対しては、薬局において、医療機関や訪問看護ステーション等と連携し、

薬学的管理のもと、訪問による患者への適切な服薬指導などに努めるとともに、在宅

療養で必要な医薬品や医療・衛生材料等の供給に努めます。 

 

（10）訪問看護事業所の役割 

○ 脳卒中患者が在宅生活に移行するに当たっては、病院看護師等の医療機関のスタッ

フと訪問看護師が入院中から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 

○ 脳卒中の回復期及び維持期にある在宅療養者に対して、心身の状態や障害に合わせ

て在宅療養の技術的支援や精神的支援を行うとともに、再発予防に向けた基礎疾患・

危険因子の管理や生活機能の維持・向上のためのリハビリテーションを実施し、日常

生活の再構築を支援します。 

○ 在宅療養中の脳卒中患者の再発等の急変時について、平常時から緊急時の連絡体制

や救急車到着までの対処方法などを患者・家族等患者の周囲にいる者と事前に取り決

め、緊急時の対応に備えます。 
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３ 心筋梗塞等の心血管疾患の医療連携体制 

 

（１）現 状 

 死亡の状況  

○ 当地域では、令和３年に 133人（全道 9,842人）が心疾患を原因として死亡してい

ます。死亡数全体の 15.6％（全道 14.3％、全国 14.9％）を占めており、全道と同様

に死因の第２位となっています。※１ 

〇 その内訳は、多い順から、心不全 39.6％（全道 46.0％、全国 41.9％）、不整脈及

び伝導障害 21.6％（全道 15.0％、全国 15.3％）、急性心筋梗塞 14.2％（全道 12.8％、

全国 14.2％）です。※２ 

○ 本地域の令和３年死亡率を全道・全国と比較すると、人口 10万人当たり、221.5（全

道 191.2、全国 171.2となっており、全国及び全道より高い傾向にあります。※１ 

 

健康診断の受診状況  

○ 急性心筋梗塞の発症を予防するためには、定期的な健診の受診により、高血圧、糖

尿病、脂質異常症等の危険因子を早期に発見し、治療することが重要ですが、本地域

における令和３年度の当地域の特定健康診査の受診率は、29.8％（全道 27.9％、全国

36.4％）であり、平成 30年度（26.9％）より向上しているものの、全国と比較して低

い状況です。※３ 

○  令和３年度特定健康診査受診者のうち、内臓脂肪症候群（メタボリックシンドロー

ム）該当者※３の割合は、21.7％（全道 20.5％、全国 20.6％）、内臓脂肪症候群予備

群※３の割合は、13.4％（全道 10.9％、全国 11.2％）であり、全道、全国より高い割

合となっています。 

〇 また、本地域では、心血管疾患の危険因子である高血圧有病者の割合が高く、喫煙

率が高い状況にあります。 

 

 医療機関への受診状況  

○ 本道における令和２年の心疾患の受療率（人口 10万対）は、入院は 67（全国 46）、

外来は 97（全国 103）であり、全国と比較して入院受療率が 1.4倍高い状況にありま

す。※４ 

また、平均在院日数については、全国 24.4 日より 12.3 日長い 36.7 日となってい

ます。※４ 

○ 令和４年に心疾患患者が地域内で受療している割合は、全道では通院が 96.5％、入

院が 92.9％となっており、当地域においては、通院 87.3％、入院 87.8％でともに全

道平均より低い状況です。※５ 

また、流出先の圏域は、通院では、上川中部圏域が 1番多く、次いで札幌圏域とな

っており、入院では、札幌圏域が１番多く、次いで上川中部圏域となっています。 

   

        【心筋梗塞患者の地域別受療自給率】 

   

患者数 うち自地域 自給率 患者数 うち自地域 自給率
宗谷 10,281 8,972 87.3% 410 360 87.8%
全道 955,451 921,655 96.5% 25,041 23,269 92.9%

＊医療データ分析センター事業（令和４年度）

区分
通院 入院

 

 

※１ 北海道保健統計年報 第 37 表（令和３年） 

※２ 北海道地域保健情報年報 第 12－１表（令和３年） 

※３ 市町村国保特定健診・特定保健指導等実施状況速報値（令和３年度） 

※４ 北海道医療計画（令和６年）Ｐ51抜粋 

※５ 医療データ分析センター事業（令和４年度） 
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 救命処置の状況  

道内で、一般市民により心肺停止が目撃された心原性の心肺停止症例 1,092件のうち、

「一般市民による除細動」の実施は 75件（6.9％）で、令和元年の 84件（8.5％）より

1.6ポイント減少しており、全国（6.5％）よりもやや高くなっています。※６ 

 

  

 医療機関の状況  ※７ 

（急性期医療を担う病院について） 

○ ①放射線等機器検査、②臨床検査、③経皮的冠動脈形成術の全てが、24時間対応

可能である急性期医療を担う公表医療機関はありません（全道：64か所）。 

○ 「冠疾患専用集中治療室（CCU）又はそれに準じた専用病棟を有する病院はありま

せん。（全道：28か所） 

 

（回復・維持期の医療について） 

〇 本地域には、「心大血管疾患リハビリテーションⅠ」又は「Ⅱ」の保険診療に係る

届出医療機関（令和５年４月１日現在）はありません（全道 64か所）。 

 

（２）課 題 

 疾病の発症予防  

○ 特定健康診査の意義を広く周知するとともに、心血管疾患の危険因子である高血圧

や脂質異常症、糖尿病、メタボリックシンドローム、喫煙習慣がある者への支援を早

期に開始し、心筋梗塞等の心血管疾患の発症予防に努めることが必要です。 

○ 施設内禁煙等の環境づくりを推進するなど、受動喫煙防止対策の強化が必要です。 

○ 当地域における高血圧症による死亡者の割合は男女ともに全道値を上回っているこ

とから、早期発見と早期治療のための健診受診率の向上と健診後の保健指導体制を整

えることが必要です。 

 

     ※６  総務省消防庁「救急・救助の現況」（令和３年） 

    ※７ 北海道医療機能情報公表システム（令和５年４月現在） 

 

 医療連携体制の充実  

○ 平成２３年３月末から市立稚内病院の循環器内科の常勤医が不足となっている   

ため、重篤な心疾患患者については名寄市立総合病院や旭川市内の病院等に救急搬送   

しています。 

○ 当地域においては、循環器内科の常勤医の確保に努め、急性期の医療体制を整備す

ることが急務です。 

○ 患者の受療動向を踏まえて、急性期における専門的診療を速やかに受けることがで

きるよう、消防機関と医療機関及び医療機関相互の連携体制の充実強化が必要です。 

（再発予防） 

○ 再発及び合併症を予防するための治療や基礎疾患の管理、再発時の対応について、

地域の医療機関と専門的医療機関との連携体制の充実が必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

 発症予防  

（かかりつけ医） 

○ 高血圧、糖尿病、脂質異常症等の基礎疾患に対する治療や喫煙、ストレス等の生

活習慣の改善を促し、心筋梗塞等の心血管疾患の発症を予防します。 

○ 急性心筋梗塞を疑う症状出現時の対応について、本人及び家族等周囲にいる者に

対する教育・啓発を行います。 

 



30 

 

 応急手当・病院前救護  

（本人及び家族等周囲にいる者） 

○ 発症後、速やかに救急要請を行います。 

○ 心肺停止が疑われる者に対して、AED の使用を含めた救急蘇生法等の応急手当を

行います。 

（消防機関と急性期医療を担う医療機関の連携） 

○ 早期に専門的診療が可能な医療機関へ搬送します。 

○ メディカルコントロールに基づく適切な観察・判断・処置を行います。 

 

 急性期医療  

（急性期医療を担う医療機関） 

○ 管内での対応が困難な患者については、迅速かつ安全に専門的治療が可能な病院

に救急搬送を行います。（ドクターヘリや高規格救急自動車等による搬送） 

○ また、冠動脈バイパス術等の外科的治療が可能、又は外科的治療が可能な施設と

の連携体制の構築を図ります。 

    

 回復期医療  

（内科、循環器科または心臓血管外科を有する病院・診療所） 

○ 再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理、抑うつ状態等への対応などを行い

ます。 

○ 入院又は通院により、合併症や再発の予防、在宅復帰のための心血管疾患リハビ

リテーションを実施します。 

○ 再発予防に必要な知識や再発時の対応法について、患者及び家族への教育を実施

します。 

○ 救急処置が可能な医療機関と連携し、合併症併発時や再発時などの緊急時に対応

できる医療体制を維持します。 

○ 急性期及び在宅医療を担う医療機関と診療情報や治療計画を共有するなどして連

携を図ります。 

〇 デジタル技術の活用により、急性期から一貫した医療を継続できる体制の推進を

図ります。 

 

維持期医療  

（かかりつけ医） 

○ 再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の適切な管理、抑うつ状態への対応を行い

ます。 

○ 救急処置が可能な医療機関と連携し、合併症併発時や再発時などの緊急時に対応

できる医療体制とします。 

○ 急性期の医療機関・介護保険関連施設等と診療情報や治療計画等を共有し、再発

予防のための定期的な専門的検査や合併症併発時・再発時の対応を含めた連携を図

ります。 

○ 在宅での運動療法や再発予防のための疾病管理について、医療機関や訪問看護ス

テーション、かかりつけ薬局、歯科診療所等が連携して支援します。 

 

（４）緩和ケア 

〇 治療の初期段階から状態に応じた適切な緩和ケアが提供されるよう、人生会議（Ａ

ＣＰ：アドバンス・ケア・プランニング）による個人の意思決定を支援します。 
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（５）数値目標等 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）数値目標等を達成するために必要な施策 

 予防対策の充実  

〇  北海道・市町村・医療保険者が連携して、特定健康診査の意義を広く住民に周知す

るとともに、急性心筋梗塞の発症を予防するための健診や保健事業の推進、特定健康

診査・特定保健指導の充実に努めます。 

〇 高血圧や脂質異常症、糖尿病、メタボリックシンドローム、喫煙習慣がある者への

支援を早急に開始し、心筋梗塞等の心血管疾患の発症予防に努めます。 

〇 施設内禁煙等の環境づくりを推進し、受動喫煙防止に努めます。 

 

 医師の確保及び救急搬送体制の維持  

○ 北海道・市・医療機関が連携して、循環器内科医の確保に努めるとともに、名寄市

立総合病院や旭川市内の専門的治療が可能な病院へのドクターヘリ等を活用した、迅

速かつ安全な救急搬送体制を維持します。 

 

医療連携体制の充実  

○ 急性期から回復期、再発予防まで切れ目のない適切な医療が提供できるよう、地域

連携クリティカルパスや ICT を活用した地域医療情報連携ネットワーク、保健医療福

祉圏域連携推進会議等を通じて、患者の受療動向に応じた連携体制の充実を図ります。 

○ 現在、地域連携クリティカルパスの導入がされていないことから、実現可能な連携方

法等を関係者で検討しながら、地域連携クリティカルパスの導入の可能性を探ります。 

○ 発症予防、応急手当・病院前救護、急性期医療、回復期医療、再発予防の各期にお

ける医療機関及び関係団体の取組みを促進します。 

 

 疾病管理・再発予防  

○ 慢性心不全患者に対しては、自覚症状や運動耐容能の改善及び心不全増悪や再入院

防止を目的に、運動療法、患者教育、カウンセリング等を含む多職種による多面的・

包括的なリハビリテーションを実施します。 

○ 慢性心不全患者の管理に当たっては、関係者間で心不全の概念を共有することが重

要であることから、患者やその家族、心血管疾患を専門としない医療従事者や介護関

係者等への正しい知識の普及に努めます。 

指標区分 現状値目標値（R11）
目標数値の

考え方
現状値の

出典（年次）

0 増加
体制整備を図
るため設定

北海道保健福祉部調査
急性期医療の公表医療機関
（令和4年4月1日現在）

0 増加
体制整備を図
るため設定

北海道保健福祉部調査
急性期医療の公表医療機関
（令和4年4月1日現在）

実施件数等 0 運用開始
導入を目指し
設定

北海道保健福祉部調査
急性期医療の公表医療機関
（令和4年4月1日現在）

全体 851.0

心疾患 133

死因別死亡率(人口10万対） 心疾患 221.5 減少
現状値以下を
目指し設定

北海道保健統計年報
（令和３年　第40表）

特定健
康診査

29.8 70.0％以上
医療適正化計
画と調和を図
り設定

令和3年度特定健診・特
定保健指導実施結果集計
表（法定報告速報値）

特定保
健指導

38.3 45.0％以上
医療適正化計
画と調和を図
り設定

令和3年度特定健診・特
定保健指導実施結果集計
表（法定報告速報値）

※「北海道健康増進計画」（令和6年度～令和17年度）と調和を図る指標の目標値については、令和11年度も維持・向上とする。

現状値以下を
目指し設定

北海道保健統計年報
（令和３年　第39表）

心血管疾患リハビリテーションが可能
な医療機関

減少

参考資料

特定健康診査・特定保健指導実
施率（国保）　（％）

指標名（単位）

体制整備

急性期医療を担う医療機関数（か所）

地域連携クリティカルパスの導入

死亡者数（全体及び心疾患）
(人）
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（７）歯科医療機関の役割 

慢性心不全患者においては、口腔機能及び口腔衛生の維持・管理を行い、誤嚥性肺

炎や低栄養を予防することが重要であることから、地域の循環器科等の医療機関と連

携した療養支援体制の充実に努めます。 

                                           

（８）薬局の役割 

○ 急性心筋梗塞の発症予防や再発予防のためには、患者が薬物治療について正しく理

解し、適切に服薬等を行うことが重要であることから、薬局において、薬学的管理（薬

剤服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、患者への適切な服薬

指導などに努めます。 

○ 在宅患者に対しては、薬局において、医療機関や訪問看護ステーション等と連携し、

薬学的管理のもと、訪問による患者への適切な服薬指導などに努めるとともに、在宅

療養で必要な医薬品や医療・衛生材料等の供給に努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

○ 心疾患患者が在宅生活に移行するに当たっては、病院看護師等の医療機関のスタッ

フと訪問看護師が入院中から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 

○ 在宅での療養生活を継続する患者に対して、心疾患の治療及びその治療に伴う諸症

状に適切な看護を提供するとともに、再発予防に向けた基礎疾患・危険因子の管理や

生活機能の維持・向上のためのリハビリテーションを関係機関と連携して実施し、日

常生活の再構築を支援します。 

○ 在宅での療養生活を継続する慢性心不全患者に対して、心不全増悪予防のための疾

病管理や治療に伴う諸症状・全人的苦痛の緩和など適切な看護を提供しつつ、適切な

療養行動を維持できるよう患者及びその家族を支援し、生活の質（ＱＯＬ）の向上を

目指します。 

    また、運動耐容能の改善を目的とした運動療法やカウンセリング等、多職種と連携

し、療養生活を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



33 

 

４ 糖尿病の医療連携体制 

 

（１）現 状 

 罹患・死亡の状況  

○ 当圏域では、令和３年に 20人（全道 807人）が糖尿病を原因として死亡しており、

死亡者全体の 2.4％を占めています。※１ 

○ 令和３年度の市町村国保における特定健康診査等の結果では、糖尿病が強く疑われ

る人(HbA1c(ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝ･ｴｰ･ﾜﾝ･ｼｰ)6.0％以上)の割合は、20.8％で全道平均(17.1％)と比

較して 3.7ポイント高くなっています。※２ 

○ 道内の糖尿病性腎症による新規導入透析患者数（令和３年）は 662人で、新規導入

透析患者数の 40.4％（全国 40.2％）を占めています。 

また、糖尿病性腎症の年末透析患者数（令和３年）は 6,109人で、年末透析患者数

全体の 40.4％（全国 39.6％）を占めています。※３ 

     

 

     

    

   ※１ 北海道保健統計年報 第 37 表（令和３年） 

      ※２ ＮＤＢオープンデータ特定健診 HbA1c より算出（令和３年度） 

        ※３ 社団法人日本透析医学会／統計調査委員会「我が国の慢性透析療法の現状」（令和３年） 

 

健康診断の受診状況  

○ 糖尿病は自覚症状がないまま進行するため、定期的な健診受診による早期発見・治

療することが重要ですが、当地域の令和３年度の特定健康診査の実施率は 29.8％(全

道 27.9％）と全道平均より高い状況です。 

○ また、令和３年度の特定健康診査における内臓脂肪症候群(メタボリックシンドロ

ーム）該当者の割合は、21.7％(全道 20.5％）で全道平均とほぼ同じですが、内臓脂

肪症候群予備群の割合は、13.4％(全道 10.9％）と全道平均より高い状況です。※４ 

 

   

 

                

  

※４ 市町村国保特定健診・特定保健指導等実施状況速報値（令和３年度） 

 

医療機関への受診状況  

○ 令和２年の糖尿病の受療率（人口 10 万人対）は、入院が 20（全国 12）、外来が 166

（全国 170）となっており、全国と比較して入院受療率が 1.7倍高い状況にあります。 

また、糖尿病患者の平均在院日数は 35.5 日で全国（30.6日）より 4.9 日長くなっ

ています。※５ 

○ 糖尿病患者が地域内で受診している割合は、通院が 76.1％(全道 95.7％)、入院が

70.8％(全道 93.6％)と、ともに全道平均より低い状況です。 

また、流出先の圏域は、上川北部圏域が１番多く、次いで札幌圏域となっています。

※６ 

○ 糖尿性腎症を含む人工透析治療（血液透析）については、圏域内にて 85.7％実施し

ている状況です。 

※５ 北海道医療計画（令和６年）Ｐ59 抜粋 

※６ 医療データ分析センター事業（令和４年度） 

＜HbA1c (ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝ･ｴｰ･ﾜﾝ･ｼｰ)＞ 

赤血球の中に含まれているヘモグロビン（血色素）とブドウ糖が結びついているもので、過去２～３

か月の血糖値のコントロール状態を診る検査のこと。 

＊ 内臓脂肪症候群：内臓脂肪の蓄積(主に腹囲により測定）に加え中性脂質、血圧、血糖基準 

のうち、２つ以上に該当する者 

＊ 内臓脂肪症候群予備群：内臓脂肪の蓄積(主に腹囲により測定）に加え中性脂質、血圧、血 

糖基準のうち、１つに該当する者 
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【糖尿病患者の圏域受療自給率】 

患者数 うち自地域 自給率 患者数 うち自地域 自給率
宗谷 1,835 1,396 76.1% 2,781 1,969 70.8%
全道 255,174 244,146 95.7% 188,397 176,345 93.6%

＊医療データ分析センター事業（令和４年度）

区分
通院 入院

 

 

医療機関の状況  ※１ 

○ 当地域では、インスリン治療の実施可能な医療機関は、17か所（病院８か所、診療

所９か所）となっています。 

○ また、食事療法、運動療法などの糖尿病患者教育を実施可能な医療機関は、16か所

（病院８か所、診療所８か所）となっており、このうち、糖尿病の合併症に対する継

続的な管理及び指導を実施している医療機関は、13か所（病院７か所、診療所６か所）

となっています。 

  ※１ 糖尿病治療における地域医療連携状況調査（令和４年） 

 

（２）課 題 

 予防対策の充実  

○ 糖尿病は自覚症状がなく進行する病気であることから、定期的な健診受診が必要で

あることを広く住民に周知するとともに、適切な食生活及び運動習慣により予防や改

善ができることの普及啓発が必要です。 

○ 医療保険者等と連携し、糖尿病の発症リスクがある者に対して、保健指導や医療機

関受診を勧め、生活習慣の改善が図られるよう支援が必要です。 

○ 当地域では、肥満者の割合も高く、令和３年度特定健康診査結果の HbA1c値「6.5％

以上（受診勧奨判定値）」該当者は、16.0％、（全道 5.8％）となっていることから、

早期の対策が必要です。 

   【糖尿病の受診勧奨者の割合（HbA1c6.5%以上）】 

Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３
宗谷 8.3% 4.6% 8.8% 16.0%
全道 7.0% 6.9% 7.5% 14.4%

（出典）ＮＤＢオープンデータ  
 

 医療連携体制の充実  

○ 未治療者への受診勧奨や糖尿病患者の疾病管理、合併症予防を推進できるよう、か

かりつけ医と専門医療機関、歯科診療所及び医療保険者等による連携体制を整えるこ

とが必要です。 

○ 今後、増加が見込まれる透析患者が安心して人工透析を受けられる体制を整えるこ

とが必要です。 

    

（３）必要な医療機能  

 発症予防  

（かかりつけ医） 

○ 高血糖、脂質異常症、高血圧、肥満等の危険因子の管理を行います。 

 

 初期・安定期治療  

（糖尿病の診断及び生活習慣の改善、良好な血糖コントロールを目指した治療） 

○ 75ｇOGTT、HbA1c（ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝ･ｴｰ･ﾜﾝ･ｼｰ）等糖尿病の評価に必要な検査を行います。 

○ 食事療法、運動療法及び薬物療法による血糖コントロールを行います。 

○ シックデイ（発熱や嘔吐、食欲不振などのとき）や低血糖時の対応について事前
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に十分な指導を行います。 

○ 訪問看護ステーション、歯科診療所、薬局、介護支援専門員等と連携した在宅医

療を行います。 

 

＜75ｇOGTT（Oral glucose tolerance test（経口ブドウ糖負荷試験））＞ 

 75ｇのブドウ糖水溶液を投与し、その後の糖の処理能力を調べることや、インスリン分泌能を確 

認するための検査方法の一つ。 

 

   医療機能が異なる医療機関との連携や地域との連携  

   （かかりつけ医と専門医療を担う医療機関等との連携） 

かかりつけ医と、他圏域の専門医療を担う医療機関等との間で、診療情報や治療

計画の共有を出来る連携を図ります。 

   

（医療機関と市町村・保険者の連携) 

医療機関は患者の同意を得て、市町村や保険者の行う保健指導のための情報提供

等に協力します。 

 

（４）数値目標等 

指標区分 現状値目標値（Ｒ11）
目標数値の

考え方
現状値の

出典（年次）

実施件数等 3 増加
パスを活用し
た治療の推進

北海道保健福祉部調査
急性期医療の公表医療機関
（令和４年４月１日現在）

全体 851.0

糖尿病 28

死因別死亡率(人口10万対） 糖尿病 33.3 減少
現状値以下を
目指し設定

北海道保健統計年報
（令和３年　第40表）

特定健
康診査

29.8 70.0％以上
医療適正化計
画と調和を図
り設定

令和３年度特定健診・特
定保健指導実施結果集計
表（法定報告速報値）

特定保
健指導

38.3 45.0％以上
医療適正化計
画と調和を図
り設定

令和３年度特定健診・特
定保健指導実施結果集計
表（法定報告速報値）

※「北海道健康増進計画」（令和６年度～令和17年度）と調和を図る指標の目標値については、令和11年度も維持・向上とする。

指標名（単位）

地域連携クリティカルパスを導入している医
療機関の利用推進（数値は医療機関数
（か所））

参考資料

死亡者数（全体及び糖尿病）
(人）

減少
現状値以下を
目指し設定

北海道保健統計年報
（令和３年　第39表）

特定健康診査・特定保健指導実
施率（国保）　（％）

  

 

（５) 数値目標等を達成するために必要な施策 

 予防対策の充実  

○ 保健所、市町村及び関係機関が連携して、糖尿病の発症を予防するため、特定健康

診査及び特定保健指導について、制度の周知と内容の充実に努めます。 

○ 糖尿病の発症リスクがある者に対して、特定保健指導が実施され、生活習慣の改善

が図られる体制整備を推進します。 

 

 医療連携体制の充実  

○ 市町村、医療機関等と連携し、糖尿病患者に対して継続治療の必要性等を啓発し、

病状の悪化や合併症予防に努めます。 

○ 発症予防から、専門治療、慢性合併症治療まで切れ目のなく適切な医療が提供で

きるよう、「糖尿病連携手帳」（日本糖尿病協会発行）等を用いた地域連携クリティカ

ルパスやＩＣＴを活用した地域医療情報連携ネットワーク等を活用し、患者の受療

動向に応じた連携体制の充実を図ります。 

○ 透析患者が地元で安心して透析を受けることが出来るよう、体制整備に努めます。 
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（６）医療機関等の具体的名称 

    【糖尿病診療実施医療機関】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７） 歯科医療機関の役割 

○ 歯周病と糖尿病は相互に影響を及ぼし、歯周病治療で血糖値が改善すると示唆され

ていることから、医療機関から糖尿病を有する歯周病患者の紹介があった場合、適切

な歯科医療の提供に努めます。 

また、糖尿病合併症予防に当たっては、口腔機能及び口腔衛生の維持・管理が重要

であることから、糖尿病患者の教育入院や糖尿病教室を実施する医療機関において、

歯科医療従事者が歯科保健指導や歯科健康教育を行うなど、医科歯科連携による療養

支援体制の構築を目指します。 

○ 難治性の歯周病患者に対し、糖尿病に伴う易感染状態を疑い、糖尿病・内分泌専門

医療を担う適切な医療機関へ紹介するよう努めます。 

 

（８） 薬局の役割 

○  糖尿病の治療継続や重症化の防止のためには、患者が薬物治療について正しく理解

し、適切に服薬等を行うことが重要であることから、薬局において、薬学的管理（薬

剤服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、患者への適切な服薬

指導などに努めます。 

○  在宅患者に対しては、薬局において、医療機関や訪問看護ステーション等と連携し、

薬学的管理の下、訪問による患者への適切な服薬指導を行うとともに、在宅医療に必

要な医薬品や医療・衛生材料等の供給に努めます。 

 

（９） 訪問看護事業所の役割 

○  糖尿病及び合併症の治療やそれに伴う諸症状について、セルフコントロールを含め

適切な療養行動を維持できるよう患者・家族を支援し、生活の質の向上に努めます。 

○  糖尿病の重症化予防や口腔ケア・フットケアなどによる合併症の予防・早期発見に

努めるとともに、低血糖等の急性増悪時の対応について、患者・家族及び支援関係者

と平常時から連携します。 
 

 

 

 

 

 

市町村 医療機関名 ①* ②*市立稚内病院 ○ ○市立稚内こまどり病院 ○ ○稚内禎心会病院 ○ ○道北勤医協宗谷医院 ○ ○クリニック森の風 ○ ○えきまえ診療所 ○ ○猿払村国民健康保険病院 ○ ○猿払村国民健康保険浅茅野診療所 ○ ○浜頓別町 浜頓別町国民健康保険病院 ○ ○中頓別町 中頓別町国民健康保険病院 ○ ○枝幸町国民健康保険病院 ○ ○枝幸町国民健康保険歌登診療所 ○豊富町 豊富町国民健康保険診療所 ○ ○礼文町 礼文町国民健康保険船泊診療所 ○ ○利尻町 利尻島国保中央病院 ○ ○利尻富士町 北海道立鬼脇診療所 ○ ○幌延町国民健康保険診療所 ○ ○幌延町国民健康保険問寒別へき地診療所 ○ ○18 17 ＊ 北海道医療機能情報システム及び北海道医療計画のための医療機関公表調査* ①インスリン治療を行うことができる医療機関

稚内市猿払村枝幸町幌延町

 市町村 医療機関名 ①* ②* ③*
市立稚内病院 ○ ○ ○
市立稚内こまどり病院 ○ ○
社会医療法人 禎心会　稚内禎心会病院 ○ ○ ○
道北勤医協宗谷医院 ○ ○ ○
クリニック森の風 ○ ○ ○

　 えきまえ診療所 ○ ○ ○
猿払村 猿払村国民健康保険病院 ○ ○ ○

浜頓別町 浜頓別町国民健康保険病院 ○ ○ ○
中頓別町 中頓別町国民健康保険病院 ○ ○ ○
枝幸町 枝幸町国民健康保険病院 ○ ○ ○
豊富町 豊富町国民健康保険診療所 ○ ○ ○

北海道立香深診療所 ○ ○
礼文町国民健康保険船泊診療所 ○ ○ ○

利尻町 利尻島国保中央病院 ○ ○ ○
利尻富士町 北海道立鬼脇診療所 ○ ○ ○

幌延町国民健康保険診療所 ○
幌延町問寒別国民健康保険診療所 ○ ○

17 16 13
 ＊ 北海道医療機能情報公表制度に基づく医療機能情報（令和5年4月1日現在）※公表を希望しない医療機関を除く

* ①インスリン治療を行うことができる医療機関

* ②糖尿病患者教育（食事療法、運動療法、自己血糖測定）を行うことができる医療機関

* ③糖尿病の合併症に対する継続的な管理及び指導を行うことができる医療機関 

礼文町

幌延町

稚内市
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５ 精神疾患の医療連携体制 

（１）現 状 

○ 宗谷圏域における精神疾患の総患者数は、3,026 人（保健所把握精神障害者状況調

査令和５年３月 31日現在）で、毎年増加しています。 

○ 主な疾患別では、「気分［感情］障害(躁うつ病を含む)」や「統合失調症」が多く

なっています。 

 【精神疾患の総患者数（令和５年３月末現在）】                     （単位：人） 

 

   

 

 

 

 

 

 

（精神科医療の状況） 

○ 宗谷圏域は都市部と比べると精神科を標榜する医療機関が少なく、精神疾患の外

来診療及び入院治療を実施している医療機関は市立稚内病院のみですが、このほか

に、出張医による外来診療が枝幸町国民健康保険病院では月３回、幌延町国民健康

保険診療所においては月２回、礼文町国民健康保険船泊診療所において市立稚内病

院の精神科医による遠隔医療（外来診療）が月２回の頻度で実施されています。 

○ 精神科訪問看護については、４機関（市立稚内病院、稚内訪問看護ステーション、

枝幸訪問看護ステーション、訪問看護ステーションはれ）が実施していますが、管

内は広いこともあり、管内全域を網羅するには厳しい状況にあります。 

○ 管内の精神科救急医療体制については、市立稚内病院が遠隔地域支援病院に指定

されており、当番病院への搬送が困難な際の緊急の入院受入を行っています。また、

市立稚内病院や警察との会議を行い、精神障がい者への危機介入時の連携強化に努

めています。 

（精神障がいにも対応した地域ケアシステムの構築） 

○ 精神障がい者が地域で安心して生活できるための支援体制強化として、市立稚内

病院の協力のもと定例カンファレンスを隔月で開催し、医療機関と地域支援者が連

携した支援を展開できるよう取り組んでいます。 

また、地域生活支援事業においては、地域移行・定着支援や地域支援者向けの研

修会の開催により、退院促進や支援者の資質向上に努めています。 

○ 宗谷管内の自殺率は全国・全道と比較し、高い状況です。自殺の背景にはうつ病

等の精神疾患のほか、様々な要因が関連していることから宗谷地域自殺予防対策推

進連絡会議の開催により、多分野の関係機関との連携体制の強化に努めています。 

 

     【人口 10 万人当たりの自殺死亡率(年)】 (単位：％) 

   

   

 

 

 

（患者・家族支援） 

○ 精神疾患は症状が多彩で、本人並びに家族もその発症に気づきにくいことや医療

の必要性の理解不足、精神疾患に対する偏見等から精神科医療機関への受診が遅れ

ることがあります。 

傷 病 分 類 Ｒ５
精神障害者総数 3,026
　統合失調症 644
　気分〔感情〕障害 1,091
　アルツハイマー病等脳器質性精神障害 309
　アルコール使用等精神作用物質による精神及び行動の障害 151
　神経症性障害 204
　てんかん 411

＊保健所把握精神障害者状況調査

区分 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

全　国 16.4 16.4 17.3

北海道 17.6 18.1 18.6

宗　谷 31.9 19.5 23.2
＊ 厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」
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○ 宗谷圏域における精神保健相談は 1,404件（地域保健・健康増進事業報告令和６

年３月 31日現在）と増加しています。 

○ 保健所では住民及び地域支援者からの精神疾患に関連した健康相談や生活相談等

に対応し、地域支援者と連携した支援を実施しています。 

また、より専門的な相談対応ができるよう精神科医による精神保健相談日を設け、

相談体制の充実に努めています。 

 

   【宗谷圏域精神保健福祉相談実績(年度)】(延べ件数) 

    

 

 

     

 

 

（２）課 題 

（精神科医療の状況） 

○ 当圏域においては、広域かつ離島を抱えるといった特性により、定期的な通院が

困難な状況にあります。精神科医療機関と地域のかかりつけ医との連携により、精

神疾患が疑われる者への受診勧奨や継続医療体制等が必要です。 

○ 精神科救急医療体制においては、引き続き、休日・夜間においても救急医療が提

供できるための体制確保が必要です。 

 

（精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの構築） 

○ 令和６年４月の精神保健福祉法改正により都道府県・市町村の支援対象として

「精神保健に課題をもつ者」が示され、部署間連携による幅広い支援が求められて

いることから、引き続き連携体制強化に取り組むことが必要です。 

○ 精神障がい者が安心して暮らせる地域づくりのため、住民や地域支援者の理解促

進に関する取組みが必要です。 

○ 自殺予防対策の推進に当たっては、「生きることの包括的な支援」であることを

認識し、医療機関と保健所・市町村及び自殺対策に取り組む民間団体等、あらゆる

分野の関係機関が連携し、地域住民に対する普及啓発や各分野における相談体制の

充実、支援体制の強化等、社会全体で取り組んでいくことが必要です。 

 

 （患者・家族支援） 

    ○ 精神疾患に関する知識の普及や精神科医療を必要としている者とその家族への

相談支援体制の充実が必要です。 

○ 当事者・家族が安心して生活が送れるよう、医療機関や行政機関、地域の相談支

援事業所や障害福祉サービス事業所等が連携した支援体制の確保が必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

【地域精神科医療提供機能】 

○ 患者本位の精神科医療を提供すること 

   ○ 地域の保健・医療・福祉・介護の関係機関との連携・協力を行うこと 

 

 

 

 

 

 

 

区分 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

市町村 934 934 1,211

保健所 336 179 193

計 1,270 1,113 1,404

＊地域保健・健康増進事業報告
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（４）数値目標等   

 

 

 

 

 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

（精神科医療体制の推進） 

○ 精神科医療へのアクセスがしやすくなるよう、保健所においては引き続き、精神

科医による精神保健相談を実施します。 

○ 緊急的に医療を必要とする者が適切に医療につながることができるよう、危機介

入時における対応として医療機関や警察、市町村等との連携強化に努めます。 

 

（精神障がい者にも対応した地域ケアシステムの構築） 

○ 精神障がい者に対する支援体制の強化・充実に向け、市立稚内病院の協力のもと

定例カンファレンスを継続します。 

○ 保健所職員だけでなく、市町村職員等、相談支援に従事する全ての関係者が、精

神障がいを正しく理解し、支援技術を向上させるため、北海道立精神保健福祉セン

ター等が実施する各種研修等について情報提供を行うとともに、積極的な受講を働

きかけます。 

○ 精神障がいや心の健康に対する理解が促進されるよう、地域住民への普及啓発に

努めるとともに、地域生活支援事業や自殺対策事業等による研修会等を行い、地域

支援者のスキルアップを図ります。 

○ 自殺対策においては、管内での自殺対策の取組みが効果的に実施されるよう保健・

医療・福祉・労働・教育等の関係機関から構成される宗谷地域自殺予防対策推進検討

会議を引き続き開催し、地域支援体制の構築に努めます。   

 

（患者・家族支援の推進） 

  ○ 精神疾患に関する正しい理解を促し、精神科医療と適切につながれるよう保健所

における精神保健相談を継続します。 

  ○ 当事者・家族が安心して生活が送れるよう、医療機関や市町村、相談支援事業所

や障害福祉サービス事業所等と連携した支援を実施します。 

 
 

 

 

 

指標区分 指標名 現状値 目標値
目標値の
考え方

現状値の
出典（年次）

慢性期入院患者数
（６５歳以上）

9 現状より減少

慢性期入院患者数
（６５歳未満）

6 現状より減少

住民の
健康状態等

全道目標値と
同一

厚生労働省
精神保健福祉資料
（令和４年度）
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６ 救急医療体制 

 

（１）現 状 

○  救急医療は「医の原点」といわれており、救急医療資源に限りがある中で、住    

民の誰もが適切な救急医療を受けられるよう、地域の救急医療機関が連携し、質    

の高い効果的な救急医療体制を確保することが重要となっています。 

○ 道では、比較的軽度な救急患者に対する初期救急医療から重症の救急患者に対する

二次救急医療、重篤な救急患者の救命医療を担う三次救急医療までの体系的な医療体

制や救急搬送体制を整備しています。 

○ 道内では、救急告示医療機関は令和５年４月１日現在で 274施設あり、当地域では、

10施設となっています。 

 

 初期救急医療  

○ 当地域においては、稚内市内に休日夜間急患センターはなく、医師会が実施する在

宅当番医制も確保されていないため、二次救急医療機関である市立稚内病院が、一次

救急医療も含め救急医療を担っている状況にあり、対応する医師の負担も大きくなっ

ています。 

○ 小児救急医療においては、稚内地区（稚内市、豊富町、猿払村、幌延町）及び利礼

地区（礼文町、利尻町、利尻富士町）は市立稚内病院が、南宗谷地区（浜頓別町、中

頓別町、枝幸町）では名寄市立総合病院が対応している状況にあります。 

  

  二次救急医療  

○ 当地域の二次救急医療は、主に市立稚内病院で対応していますが、利礼地区はフェ

リーで市立稚内病院に患者が搬送されているほか、ドクターヘリや消防防災ヘリによ

り札幌や旭川などに搬送されています。 

   また、南宗谷地区は、主に名寄や旭川に患者が搬送されています。 

 

  三次救急医療  

○ 当地域を含む第三次医療圏(道北圏)では、24 時間 365 日体制で心筋梗塞や脳卒中、

交通事故等による多発外傷などの重篤救急患者に対応するため、救命救急センターが

２施設（旭川赤十字病院、旭川医科大学病院）、地域救命救急センターが１施設（名寄

市立総合病院）指定されています。 

○ また、旭川市を中心とした道北圏において、重篤救急患者の救命率の向上などを図

るため、救急医療の専門医、看護師等が同乗し、医療機関に搬送するまでの間、救急

患者に救命治療を行うことができるドクターヘリ（道北ドクターヘリ)が運航され、

救命率の向上につながっています。 

 

 ＜救命救急センター＞ 

 概ね 20 床の救急専用病床を有し、心筋梗塞や脳卒中、頭部損傷等の重篤な救急患者の救命医 

療を 24 時間体制で行う高度な診療機能を有する医療機関のこと。また、地方救命救急センター 

は、最寄りの救命救急センターへのアクセスに時間（概ね 60 分以上）を要し、救急専用病床が 

10 床以上 20 床未満の医療機関のこと。 

 

救急搬送  

○ 当地域での救急搬送は、救急車のほか、三次救急医療機関へは、道北ドクターヘリ

等により行っています。 

○ また、市立稚内病院においては、常勤の循環器科医師が不足しているため、重篤な患

者等については、圏域外の病院まで救急搬送されています。 

○ 稚内地区消防事務組合では、救急業務高度化推進協議会を開催して、市立稚内病院な

ど関係機関と相互の連携を図っています。 
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【管内の状況】 

ＡＥＤ設置台数（令和６年７月末現在） 282台 

ドクターヘリによる救急搬送の実績（令和５年度） 54件 

消防防災ヘリ等による出動件数（令和５年度）＊ ９件 

           ＊保健所調べ 

           ＊道の消防防災ヘリコプターのほか、道の要請により札幌市消防局、自衛隊、海上保安庁、北海道警察が       

所有するヘリコプターで救急活動等に出動した件数（ドクターヘリの実績は除く）。 

 

 住民への情報提供や普及啓発  

○ ｢北海道救急・広域災害情報システム｣により、地域住民に対し救急医療に関する情

報提供を行っています。 

○ ＡＥＤの正しい使用方法等救急の知識を住民に普及するため、消防機関と連携し、

救急の日（９月９日）を中心に、住民を対象とした救急医療に関する普及啓発や救急

法講習会を行っています。 

 

    

 

 

 

（２）課 題 

  初期救急医療体制及び二次救急医療体制の充実  

○ 市立稚内病院は、二次救急医療機関として、他の医療機関からの重傷患者、重篤患

者を受け入れて治療するため、医療機能の拡充が必要です。 

また、常勤医が不在となっている診療科もあることから、隣接圏域の医療機関との

連携体制の強化が必要です。 

さらに、市立稚内病院の負担軽減のため、初期救急医療体制の検討が必要です。 

 

  三次救急医療体制の充実  

○ 当地域には、救命救急センターが整備されていないため、上川中部及び上川北部の

救命救急センターと連携を図り、重篤救急患者に対する救命医療を確保する必要があ

ります。 

 

  救急搬送体制の充実  

○ 当地域は、離島を有するなど広域な面積を有することから、メディカルコント    

ロールに基づく病院前救護体制の充実とともに、広域搬送体制の強化を図る必要    

があります。 

 

 

 

 

 

   

 住民への情報提供や普及啓発  

○ 救急医療に関する知識を広く地域住民に周知するため、北海道救急・広域災害情報

システムの充実や、ＡＥＤの使用方法を含む救急法等講習会を開催する必要がありま

す。 

○ 救急医療機関や救急車の適切な利用を図るため、その利用方法等について引き続き、

地域住民へ啓発する必要があります。 

＜北海道救急医療･広域災害情報システム＞ 

 医療機関、消防機関、救急医療情報案内センターをコンピュータネットワークで結び、休日、 

夜間の救急医療対応医療機関情報の道民への提供や消防機関・医療機関における救急対応に必要 

な情報収集・提供等を行うシステムのこと。 

＜メディカルコントロールに基づく病院前救護体制＞ 

 傷病者の救命率の向上や合併症の発生率の低下等の予後の向上を目的に、救急現場から医療機関

に搬送されるまでの間に、医師の指示または指導・助言等の下に救命救急士等が気管挿管等の医療

行為を実施すること。 
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○ 小児救急医療に関し、地域住民が適切な受診を心がけるようにするため、小児救急

電話相談事業（♯8000）を周知する必要があります。 

○ 高齢化が一層進むことから、救急医療機関の機能と役割を明確にし、入院、退院あ

るいは転院時におけるかかりつけ医等の医療機関や介護保険施設などとの連携が必

要です。 

 

（３）必要な医療機能 

  初期から三次に至る救急医療体制の充実  

○ 重症度・緊急度に応じた医療が提供されるよう、初期から三次救急医療に至る体系

的な医療提供体制の充実や連携体制の確保を図るとともに、救急医療機関の負担軽減

や病床確保を図るため、急性期を脱した患者を地域で受け入れられるよう、かかりつ

け医等の医療機関や介護保険施設等の機能に応じた連携体制を構築することが必要

です。 

 

  病院前救護及び救急搬送体制の充実  

〇 ＡＥＤの使用方法を含む救急法等の一般住民への普及及び地域の広域性を考慮 

し、ヘリコプター等による搬送も活用した、より迅速な救急搬送体制の整備を図 

ることが必要です。 

 

（４）数値目標等 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

  初期救急医療体制及び二次救急医療体制の充実  

○ 当地域の中心的な救急医療機関である市立稚内病院に、救急医療に必要な医療機能

の拡充のための支援を行います。 

また、他の救急告示医療機関においても、機器の充実及び関係機関の協力による医

師派遣などにより、救急医療業務に従事する医師への支援を強化します。 

○ 市立稚内病院の負担を軽減するため、医師会や関係機関と初期救急医療のあり方等

について検討します。 

○ 現在、各救急病院・診療所で行われている救急医療体制の維持に努め、連携区域に

おける二次救急医療体制の維持・強化を図ります。 

○ テレビ会議システム等により、連携区域外医療機関との遠隔診断を実施し、迅速か

つ適切な救急医療体制を構築します。 

 

指標区分 指標名（単位） 
現状

値 

目標

値 
目標値の考え方 現状値の出典（年次） 

体制整備 

在宅当番医制等初

期救急医療の確保

市町村割合（％） 

100 100 現状維持 
北海道保健福祉部調査 

（令和５年４月） 

病院輪番制の実施

医療機関数 
１ 

救急告示医療機関と連携し、

二次救急医療体制の確保に努

めます。 

北海道保健福祉部調査 

（令和５年４月） 

実施件数等 
救急法等講習会の

実施市町村数 
１ 10 全市町村での実施 

北海道保健福祉部調査 

（令和５年４月） 
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  三次救急医療体制の充実  

○ 三次救急医療体制の維持・強化を図るため、道北ドクターヘリの関係会議などを通

じて関係機関との連携や情報共有等を図ります。 

 

  救急搬送体制の充実  

○ ドクターヘリや消防防災ヘリコプター等の航空機、高規格救急自動車等の活用によ

る迅速な救急搬送体制を促進します。 

○ メディカルコントロールに基づく病院前救護体制の充実を図ります。 

○ 重傷患者に対する救急医療が確保されるよう救急隊、救急救命士と救急患者受入機

関の連携、救急救命医の確保・養成に努めます。 

○ 稚内地区消防事務組合救急業務高度化推進協議会との連携を強化します。 

 

  住民への情報提供や普及啓発  

○ 「北海道救急医療・広域災害情報システム」を周知し、救急医療に関する必要な情

報提供等を行います。 

○ 救急医療週間などの機会を活用し、ＡＥＤの整備促進について啓発を行います。 

また、救急法等講習会の開催などにより、地域住民に対し、救急医療機関等への   

適正受診や救急車の適切な利用に関する知識の普及啓発を行うとともに、保健所    

をはじめとした、消防機関、市町村、医師会等の関係機関との連携体制の強化を図り   

ます。 

 

（６）医療機関等の具体的名称 

 ○ 救急告示医療機関 

                                     （令和５年４月１日現在） 

 医療機関名 所在地 

1 市立稚内病院 稚内市
 

 2 社会医療法人禎心会稚内禎心会病院 

3 猿払村国民健康保険病院 猿払村 

4 豊富町国民健康保険診療所 豊富町 

5 浜頓別町国民健康保険病院 浜頓別町 

6 中頓別町国民健康保険病院 中頓別町 

7 枝幸町国民健康保険病院 枝幸町 

８ 幌延町国民健康保険診療所 幌延町 

9 利尻島国保中央病院 利尻町 

10 礼文町国民健康保険船泊診療所 礼文町 
            
 

（７）歯科医療機関の役割 

○ 夜間や休日等に、発症した患者に対応するため、歯科医師会が実施する歯科診    

療所の輪番制により、休日救急歯科医療の確保に努めます。 

○ 口腔顎顔面外傷に対する歯科診療所と病院歯科等の高次歯科医療機関との病診    

連携や医科歯科連携の充実に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

   休日・夜間の処方せん受入体制については、薬局による輪番制や当番医療機関の近

隣薬局での対応が行われています。今後とも、休日・夜間の診療体制など、地域の実

情に合わせ、薬局が相互に連携し、休日・夜間における調剤応需のほか、市販薬を含

めた医薬品等の供給体制の充実に努めます。 
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（９）訪問看護事業所の役割 

○ 救命救急医療機関等から退院する患者に対して、救急医療機関及び主治医との連携

の下、治療の継続を支援します。 

○ 在宅療養者の急変時に適切に対応できるよう、緊急時の連絡体制等について、本人・

家族、主治医、救急隊員等との情報共有、連携に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



45 

 

７ 災害医療体制 

 

（１）現 状 

○ 道では、災害時における医療の確保及び搬送体制の整備を図ることを目的に、平成

８年度以降、災害拠点病院の整備を進めており、これまでに基幹災害拠点病院を１ヵ

所、地域災害拠点病院を 33ヵ所指定（令和５年４月現在）し、全ての第二次医療圏で

災害医療を担う拠点病院を確保しています。 

○ 当地域では、市立稚内病院が、災害拠点病院（地域災害拠点病院）に指定されてお

り、災害急性期（おおむね発災後 48 時間）に活動できる機動性を有する専門的訓練

を受けた北海道ＤＭＡＴ指定医療機関に、平成 26年３月から指定されています。 

○ また、様々な災害発生に備え、道が策定した北海道地域防災計画等に基づき宗谷総

合振興局地域災害対策要綱を定め、この中の医療救護計画において、道、市町村、医

療機関等が取り組む医療救護活動を定めています。 

○ 災害時に医療機関の状況を把握する手段である広域災害・救急医療情報システム

（ＥＭＩＳ：Emergency Medical Information Systemの略。)について、全ての病院

（８病院）で整備されており、当該システムを活用した訓練による迅速な情報共有意識

の醸成に取り組んでいます。 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）課 題 

（災害医療の連携体制の構築や災害医療体制の充実強化）   

  ○ 災害時における医療については、災害の種類や規模に応じて医療資源を有効に    

活用する必要があるとともに、平時から、災害対策に資する関係機関等の連携体    

制を構築しておく必要があります。 

  ○ 高齢化の進行とともに、高齢者等の要配慮者の割合が増加することが見込まれ、    

救護所や避難所における健康管理を中心とした活動が重要となります。 

  

（災害拠点病院の強化） 

様々な災害発生に備え災害拠点病院では、施設の耐震化、ＥＭＩＳによる情報    

発信、食料、飲料水等の備蓄、ＤＭＡＴ等の医療チームを受け入れる体制等が必    

要です。 

 

 （災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の維持等） 

大規模または広域的な災害時における医療活動にはＤＭＡＴが必要となるため、市

立稚内病院のＤＭＡＴ機能を維持し、更なる技能の習得等について継続的に取り組む

必要があります。 

＜災害拠点病院＞ 

   災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うための高度な診療機能や広域搬送への 

対応機能や医療救護班の派遣機能などを有し、災害時に必要な医療支援を行うための拠点 

施設のこと。第二次医療圏ごとに整備される「地域災害拠点病院」と、更にそれらの機能 を

強化し、災害医療に関して都道府県の中心的な役割を果たす「基幹災害拠点病院」(都道 府

県に１カ所）に分けられる。 

＜災害派遣医療チーム（DMAT）＞ 

  Disaster Medical Assistance Team の略。大震災及び航空機・列車事故といった災 

害時に迅速に駆けつけ、救急治療を行うための専門的な訓練を受けた医療チームのこと。 
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（３）必要な医療機能 

   災害急性期（発災後 48 時間以内）において必要な医療体制を確保するとともに、   

急性期を脱した後も、避難所等での健康保持体制を確保するためには、日本赤十字   

社や医師会（ＪＭＡＴ等）などの協力機関との連携を図ることが必要です。 

（災害拠点病院の体制確保） 

災害拠点病院においては、高度の診療機能、傷病者の受け入れ、広域搬送への対応

機能、応急資機材の貸出機能等を発揮できるよう、訓練の実施等、平時からの備えを

行っておくことが必要です。 

 

 （災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の体制確保） 

ＤＭＡＴにおいては、災害の急性期において、専門的な訓練を受けた医師及び看護

師等を災害現場に派遣し、迅速に応急処置等を行うことができる機能が必要です。 

 

  

 

 

 

（４）数値目標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

   当地域の医療資源に即した災害時に必要な災害医療体制の確保に努めます。 

 

 （災害医療の連携体制の構築や災害医療体制の充実強化） 

  ○ 災害拠点病院（市立稚内病院）は、災害による重篤患者の救命医療等の高度の    

診療機能を確保し、被災地からの患者の受け入れや広域搬送に係る対応を行い、    

医薬品・医療材料などを供給するとともに、応急用資機材の貸出等により地域の    

医療機関を支援します。 

    また、道の要請に基づき救護班、ＤＭＡＴを派遣し、医療救護活動を行います。 

  ○ 北海道ＤＭＡＴ指定医療機関（市立稚内病院）は、道の要請に基づきＤＭＡＴ    

を災害急性期において被災地に派遣し、「患者を近隣・広域へ搬送する際におけ    

る必要な観察・処置」、「被災地内の病院における診療支援」、「被災地内にお    

けるトリアージや救命処置等を行います。 

  ○ 保健所や市町村は、被災者に対して感染症のまん延防止、メンタルヘルスケア    

等のニーズに的確に対応するため、保健師、栄養士などによる保健指導及び栄養    

指導を実施するとともに関係機関、関係団体との連携を図ります。 

 

 

 

 

 

＜ ＪＭＡＴ＞ 

 Japan Medical Association Team の略。主に災害急性期以降における避難所・救護所等で 

の医療や健康管理、被災地の病院・診療所への支援を行う日本医師会災害医療チームのこと。 

＜トリアージ＞ 

  傷病者に対する応急処置や傷病者の状態に応じた治療等の優先度、緊急度の選別 

指標区分 指標名（単位） 現状値 目標値 目標値の考え方 現状値の出典（年次）

災害拠点病院整備数 1 1 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月）

北海道ＤＭＡＴ指定医療機関整備
数

1 1 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月）

実施件数
ＥＭＩＳ操作を含む研修・訓練を
実施している病院数

8 8 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月）

体制整備
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（災害拠点病院の強化） 

  ○ 防災マニュアルの整備及び業務継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進します。 

  ○ 定期的な訓練や各種研修等への受講を促し、体制の強化に努めます。 

 

（災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の整備） 

   災害時にＤＭＡＴが有効に機能するため、研修参加による人材育成や定期的な訓   

練等を行います。 

 

（広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）の活用） 

   災害時におけるＥＭＩＳの円滑な運用が重要であることから、各病院における定   

期的な入力訓練の実施を促進します。  

 

（６）医療機関等の具体的名称 

【地域災害拠点病院】 

 

 

 

 

（７）歯科医療機関の役割 

○ 災害発生後には歯科医師会を中心とした関係団体等が連携し、歯科救護所の開    

設・運営、もしくは避難所や仮設住宅等への巡回歯科診療、巡回口腔ケア等を実    

施し、義歯紛失等による摂食嚥下障害、咀嚼障害を有する被災者への歯科医療提供や、   

高齢者の口腔機能の低下による誤嚥性肺炎予防に努めます。 

○ 口腔内所見による災害犠牲者の身元確認作業及び身元確認の有力な手掛かりとなる

カルテ等診療情報の提供などに努めます。 

 

（８）薬局の役割 

○ 災害発生時の医療救護活動においては、医療救護チームの医師が被災者の治療    

等を行う上で、薬の選択や調剤、服薬指導を行う薬剤師が不可欠であることから、   

薬局の薬剤師を派遣するため、薬剤師会の協力を得て派遣体制の確保に努めます。 

○ また、災害時においては、救護所等において、医薬品や衛生材料等の需給状況    

の把握や支援医薬品の仕分け・管理等が適切に実施できる体制づくりに努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

訪問看護ステーション利用者は、災害時における高齢者や障がい者等の要配慮者が 

多いため、各利用者ごとの災害時支援計画を作成し、関係機関との役割分担を決   

めるなど平時からの対策を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

医療機関名
災害拠点病院
指定年月日

ＤＭＡＴ
指定年月日

市立稚内病院 平成9年12月25日 平成26年3月26日
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８ 新興感染症発生・まん延時における医療体制 

 

（１）現 状 

   本項における現状及び課題は、国の基本方針に基づき、新型コロナウイルス感染症   

の対応について記載しており、令和６年３月までの状況を記載しています。 

（医療提供体制の確保） 

  ○ 令和２年１月の新型コロナウイルス感染症の発生当初、患者は原則、「感染症の

予防及び感染症の患者に対する医療の法律」（以下、「感染症法」という。）に基づく

第一種・第二種感染症指定医療機関（以下、「感染症指定医療機関」という。）の感

染症病床に入院させるとの国の方針により、道においては、94床の感染症病床、そ

のうち宗谷管内においては、第二種指定医療機関の市立稚内病院が 4床の病床を確

保し対応していました。 

  ○ その後、感染の拡大状況に合わせ、感染症指定医療機関以外の医療機関において    

も、病床の確保や外来対応による医療提供体制の確保に努め、宗谷管内では、最大で

一日あたり 161人（令和４年 12月 13 日）の患者発生に対応してきました。 

  ○ 当管内は、離島を有していることから、利尻島、礼文島で移送が必要な場合には、

関係機関及び道本庁と協議を行い、移送方法を決定した上で患者対応を行いました。 

 

   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人材の確保及び資質の向上） 

  〇 病院等において感染症が発生し又はまん延しないよう、最新の医学的知見を踏ま

えた施設内感染に関する情報や研究の成果に関する情報提供を行ったほか、防護具

の着脱訓練や病原体等の包装責任者養成等の講習会・研修を実施しました。 

  

（２） 課 題 

（医療提供体制の確保） 

  ○ 新興感染症流行時の対応に当たっては、感染症指定医療機関のみでは医療提供が

困難となることが想定されることから、感染症指定医療機関以外の医療機関等にお

いても、病床確保のほか、発熱外来や後方支援、自宅療養者等への医療の提供など、

医療提供体制を確保することが必要です。 
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 （人材の確保及び資質の向上） 

  ○ 感染症対応を行う医療従事者等への新興感染症の発生を想定した必要な研修・訓

練を実施するなど、平時から、新興感染症に係る対応能力を高めることが必要です。 

   

（３） 必要な医療機能 

 ○ 新興感染症の発生時には、感染症指定医療機関の感染症病床により対応します。 

 ○ 流行初期（概ね３か月程度）には、感染症指定医療機関による引き続きの対応とと 

もに、流行初期医療確保措置の対象となる医療措置協定を締結した医療機関等による

対応ができる体制の整備が必要です。 

 ○ 流行初期の経過後は、医療措置協定を締結した公的医療機関等（公的医療機関等以 

外の新興感染症に対応することができる医療機関を含む。）も含めて対応し、その後、

順次速やかに、医療措置協定を締結した全ての医療機関による対応ができる体制の整 

備が必要です。 

 

（発熱外来） 

  ○ 病床確保と同様に、流行の状況に応じ、流行初期医療確保措置の対象となる医療

措置協定を締結した医療機関、公的医療機関等が対応し、その後、医療措置協定を

締結した全ての医療機関に順次拡大する対応が必要です。 

 

 （自宅療養者等への医療の提供） 

  ○ 医療機関等と調整を行い、新興感染症が発生した際に、速やかに自宅療養者等へ

の医療等を提供できる体制の整備が必要です。 

      

 （後方支援） 

  ○ 医療機関等と調整を行い、新興感染症が発生した際に、病床確保を担う医療機関

に代わって患者を受け入れる体制の整備が必要です。 

 
（４） 数値目標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 数値目標等を達成するために必要な施策 

 （医療提供体制の確保） 

  ○ 新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への医療等    
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が提供できるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締結するなど、    

平時から計画的な準備に努めます。また、主に当該感染症に対応する医療機関等と    

当該感染症以外に対応する医療機関等の役割分担が図られるよう調整に努めます。 

  ○ 病院等において感染症が発生し又はまん延しないよう、最新の医学的知見や医療    

機関における実際の対応事例を踏まえた施設内感染対策に関する情報や研究の成果    

及び講習会・研修に関する情報提供や、活用の促進に努めます。 

 

 （人材の確保及び資質の向上） 

  ○ 新興感染症の発生を想定した研修・訓練の実施や、こうした研修会等への参加の    

促進など、感染症対応を行う医療従事者や関係職員等の資質の向上に努めます。 
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９ へき地医療体制 

 

（１）現 状 

○ 当地域では、令和６年４月現在、病院が８施設、一般診療所が 45施設あり、へき地

医療拠点病院として市立稚内病院、離島等特定地域病院として枝幸町国民健康保険病

院及び利尻島国保中央病院、へき地診療所として８か所の診療所が指定されています。 

 

○ へき地医療拠点病院の市立稚内病院では、へき地診療所の礼文町国民健康保険船  

泊診療所に対し、令和５年度では、延べ 10 回医師（眼科医）を派遣しています。 

○ へき地診療所の指定を受けている９か所の診療所のうち、７か所は常勤医師による

診療が行われていますが、他の２か所の診療所は、各町村立病院の医師がそれぞれ週

１回程度巡回して診療を行っています。 

○ 礼文町国民健康保険船泊診療所では、市立稚内病院精神科医師による遠隔医療を実

施しています。 

○  市立稚内病院、猿払村国民健康保険病院、浜頓別町国民健康保険病院、中頓別町国

民健康保険病院、枝幸町国民健康保険病院、豊富町国民健康保険診療所、幌延町国民

健康保険診療所では、道北北部医療連携ネットワーク（ポラリスネットワーク）に参

加し、名寄市立総合病院等と情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した診療情報の共有、遠

隔診断及び救急患者トリアージ等を行い、へき地医療体制の充実を図っています。 

○ 市立稚内病院及び中頓別町国民健康保険病院に神経内科外来、枝幸町国民健康保険

病院にリウマチ（自己免疫疾患）外来が設けられ、派遣医師による専門的な診療が受

けられます。 

  ○ 無医地区（準じる地区を含む） 

   ５市町村８地区 

                                  （令和４年 10 月現在） 

 稚 内 市  増幌地区、東浦地区 

 猿 払 村  狩別地区 

 浜頓別町   安別・共和地区 

 枝 幸 町  歌登志美宇丹地区、歌登本幌別地区 

 幌 延 町  上問寒地区、中問寒地区 
 

○ 無歯科医地区（準じる地区を含む） 

         ４市町村６地区 

                                   （令和４年 10 月現在） 

 稚 内 市  増幌地区、東浦地区 

 猿 払 村  狩別地区 

 浜頓別町   安別・共和地区 

 幌 延 町  上問寒地区、中問寒地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜無医地区等の定義＞ 

（無医地区） 

 ◇ 無医地区とは、医療機関のない地域で、当該地区の中心的な場所を起点として、

おおむね半径４キロメートルの区域内に５０人以上が居住している地区であっ

て、かつ、容易に医療機関を利用することのできない地区。 

（無医地区に準じる地区） 

  ◇ 無医地区に準じる地域とは、無医地区には該当しないが、無医地区に準じた医

療の確保が必要な地区と各都道府県知事が判断し、厚生労働大臣に協議し適当と

認めた地区。 

 ※「無歯科医地区」及び「無歯科医地区に準じる地区」については、それぞれ「医

療機関」を「歯科医療機関」に読み替えたもの。 
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（２）課 題 

 へき地における保健指導  

○ 無医地区等住民の健康の保持・増進を図るため、住民の保健衛生状態を十分把握し、

実情に応じた保健指導を行う必要があります。 

 

へき地における診療の機能 

○ へき地診療所においては、住民に身近な医療を確保する必要があります。 

○ へき地診療所及びへき地医療拠点病院（以下「へき地診療所等」という。）の連携

等により、初期救急医療及び入院を要する救急医療に適切に対応できる体制の充実

を図る必要があります。 

○ へき地診療所等における診療の結果により、専門的な医療や高度な医療を要すると

された場合、病状や緊急性に応じ適切な医療機関へ紹介・搬送する体制を確保する必

要があります。 

 

へき地の診療を支援する医療の機能 

○ へき地診療所等への医師派遣、遠隔医療等、へき地の診療を支援する医療を確保す

る必要があります。 

○ 通信技術を応用した画像診断など、遠隔医療の実施に必要な機器等の整備に対し支

援を行い、医療機関のＩＣＴ活用を推進する必要があります。 

○ 市立稚内病院は、地域センター病院・へき地医療拠点病院として広域的、専門的、

教育的、さらに在宅医療、プライマリケアなどを支援する役割があり、広域的な役割

には近隣町村への代替医師の派遣や無医地区巡回診療、遠隔医療システム等がありま

す。これらを充実するため当地域の中心的な医療機関として整備を図る必要がありま

す。 

○ 枝幸町国民健康保険病院と利尻島国保中央病院は、離島等特定地域病院として施設、

設備の充実を図る必要があります。さらに、枝幸町国民健康保険病院は、名寄市立総合

病院と南宗谷地域（浜頓別町、中頓別町、枝幸町）にある病院・診療所との連携を、利

尻島国保中央病院は、市立稚内病院と離島の各診療所との連携を強化し、離島等特定

地域病院として、広域・教育的などの機能を発揮できる医療体制の整備が必要です。 

○  利尻島内の３医療機関が、利尻島の医療連携に関する協定に基づき診療の相互医療

支援のほかにも、研修会の共同開催、医療機器の共同利用等ができるように、調整す

る必要があります。 

○ 医療機関への通院が困難な住民に対し、通院のための交通手段を確保する必要があ

ります。 

 

 行政機関等によるへき地医療の支援  

○ へき地診療所等に従事する医療スタッフの支援や、へき地輸送車の運営費の補助等、

へき地の医療提供体制の確保に向けた支援などを行う必要があります。 

 

（３）必要な医療機能 

 へき地における保健指導の機能  

○ 無医地区等において、保健指導を提供することが必要です。 

 

 へき地における診療の機能  

○ 無医地区等において、地域住民の医療を確保することが必要です。 

 ○  24 時間 365 日対応できる医療体制を整備することが必要です。 

○ 専門的な医療機関や高度な医療機関へ搬送する体制を整備することが必要です。 

 

 へき地の診療を支援する医療の機能  

○ 診療支援機能の向上を図ることが必要です。 
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 行政機関等によるへき地医療の支援  

○ へき地において継続的に医療サービスを提供できるよう、関係機関の調整を行うこ

とが必要です。 

 

（４）数値目標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

関係機関相互の連携により、適切な保健及び医療サービスが継続して実施される体

制の維持・構築に努めます。 

 

 へき地における保健指導  

○ 無医地区等住民の健康の保持・増進を図るため、市町村等と連携を図りながら、住

民の保健衛生状態を十分把握し、地域の実情に即した保健指導を行います。 

 

 へき地における診療の機能 

○ へき地における医療を確保するため、高規格救急自動車、道北ドクターヘリや消防

防災ヘリなどによる救急搬送体制の充実及び市町村や医療機関における患者輸送車の

効率的な更新や整備を推進し、市町村を越えた患者輸送がスムーズに行える体制づく

りを進めます。 

○ 引き続き、市町村や医療機関における患者輸送車等を整備する事業に対して支援し、

効率的な更新や整備を推進することにより、へき地における患者輸送が円滑に行える

ような体制を推進します。 

○ へき地においては、幅広い診療に対応できる総合診療医は重要な役割を担うことか

ら、関係機関と連携しながら、総合診療医の確保に努めます。 

○ 自治医科大学卒業医師や地域枠医師の配置、北海道地域医療振興財団のドクターバ

ンク事業等の活用により、常勤医、代診医の確保を図ります。 

 

 へき地の診療を支援する医療機能  

○ へき地への巡回診療、へき地診療所等への医師派遣調整等、へき地医療拠点病    

院が行うへき地医療支援活動に対して支援します。 

○ 遠隔医療や診療情報の共有ネットワーク化を行うため、必要な機器等の整備を    

行うへき地医療拠点病院などに対して支援します。 

○ 医育大学に設置した地域医療支援センターによる医師派遣、自治医科大学卒業    

医師や地域枠医師の配置、北海道地域医療振興財団のドクターバンク事業、緊急臨時   

的医師派遣事業等を活用し、へき地の診療を支援する医師の確保を図ります。 

○ 救急医療情報システムや小児電話相談事業の普及・啓発を図ります。 

 

指標区分 指標名（単位） 現状値 
目標値

(R11) 

目標数値の

考え方 

現状値の出典

（年次） 

体制整備 へき地診療所数（か所） ８ ８ 現状維持 

へき地医療現況

調査 

［厚生労働省］ 

（令和４年４月１

日現在） 

実施件数 

巡回診療、医師派遣代診医派遣のいず

れかを実施するへき地医療拠点病院数

（か所） 

１ １ 現状維持 

遠隔診療等 ICTを活用した診療支援を

実施するへき地医療拠点病院（か所） 
１ １ 現状維持 
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行政機関等によるへき地医療の支援 

○ 夜間のコンビニ受診などで疲弊しないために、地域住民に対しての啓発活動を    

市町村等と連携しながら行い、地域全体で医療を支える機運の醸成を図ります。 

 

（６）医療機関等の具体的名称 

○ へき地医療拠点病院 

医療機関名 所在地 

市立稚内病院 稚内市 

 

○ へき地診療所 

                                    （令和６年１月 11 日現在） 

 医療機関名 所在地 

１ 猿払村国民健康保険浅茅野診療所 猿払村 

２ 豊富町国民健康保険兜沼診療所 豊富町 

３ 礼文町国民健康保険船泊診療所 礼文町 

 ４ 北海道立香深診療所 

５ 利尻富士町国民健康保険鴛泊診療所 
利尻富士町 

６ 北海道立鬼脇診療所 

７ 幌延町国民健康保険診療所 
幌延町

 

８ 幌延町問寒別国民健康保険診療所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 離島等特定地域病院 

                         （令和５年４月 1 日現在） 

医療機関名 所在地 

枝幸町国民健康保険病院 枝幸町 

利尻島国保中央病院 利尻町 

 

○ 過疎地域等特定診療所 

                                               （令和６年１月 11 日現在） 

医療機関名 所在地 

中頓別町歯科診療所 中頓別町 

         ＊特定診療(眼科、耳鼻咽喉科、歯科)機能を有する医療機関がない市町村で、当該地域住民の特定診療科の 

医療を確保することを目的とした診療所。 

 

（７）歯科医療機関の役割 

歯科医師の確保が困難なへき地における歯科保健医療サービスの確保に努めます。 

 

＜へき地診療所の設置基準＞ 

１ へき地診療所を設置しようとする場所を中心として、おおむね半径４キロメートルの区域内に    

 他の医療機関がなく、その区域内の人口が原則として人口 1,000 人以上であり、かつ、診療 

  所の設置予定地から最寄り医療機関まで通常の交通機関を利用して 30 分以上要するものである 

  こと。 

 ２ 医療機関のない離島のうち、人口が原則として 300人以上、1,000 人未満の離島に設置する 

  ものであること。 
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（８）薬局の役割 

無薬局町村における医薬品や医療・衛生材料等の提供体制を確保するため、近隣市

町村の薬局による在宅医療などの提供に努めます。 

  

（９）訪問看護事業所の役割 

医療資源が限られているへき地において、地域の特性や生活状況を踏まえた適切な

ケアが提供されるよう努めます。 
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１０ 周産期医療体制 

 

（１）現 状 

 ○ 令和４年の当地域の出生数は 305人となっています。 

○ 稚内地域（稚内市、豊富町、猿払村、幌延町）及び利礼地域（礼文町、利尻町、

利尻富士町）では市立稚内病院で、南宗谷地域（浜頓別町、中頓別町、枝幸町）

では名寄市立総合病院での出産が主となっています。 

○  管内における低体重児（2,500g未満）出生数は 33名で全体に占める割合は 7．1％

となっています。 

        【宗谷管内出生数】（令和４年）     

         

稚内市 猿払村 浜頓別町 中頓別町 枝幸町 豊富町 礼文町 利尻町 利尻富士 幌延町 合計

156 15 15 9 41 25 10 8 11 15 305
 

＊令和４年北海道保健統計年報 

 

○ 市立稚内病院は当地域唯一の産科医療機関であるため、緊急時の通常分娩等に    

も対応しており、令和５年９月末現在、常勤の医師は３名、常勤の助産師は８名    

（非常勤１名）の配置体制となっています。 

○  北海道周産期医療体制整備計画（以下「整備計画」という。）では、市立稚内病院

は地域周産期母子医療センターに位置づけられており、地域で唯一の分娩対応可能

な産科医療機関として重要な役割を担っています。 

 

＜北海道周産期医療体制整備計画＞ 

  近年の周産期医療を取り巻く環境の変化に対応するため、道は、平成 23 年に「北海道周産期医療体制整備 

計画」を策定し、第三次医療圏ごとに、母胎又は児におけるリスクの高い妊婦に対する医療、高度な新生児 

医療等の提供を行う総合周産期母子医療センター（以下「総合周産期センター」という。）を６か所（道北 

圏：JA 北海道厚生連旭川厚生病院（以下「旭川厚生病院」という。））、第二次医療圏に、周産期に係る比較 

的高度な医療の提供を行う地域周産期母子医療センター（以下「地域周産期センター」という。）を 30 か 

所認定（宗谷圏：市立稚内病院）し、整備計画を推進してきたところ。 

   ※ 「周産期医療」：妊娠 22週から出生後７日未満までの母胎・胎児・新生児に対する医療。 

 

○ 妊婦健診実施医療機関は、市立稚内病院、利尻島国保中央病院、浜頓別町国保    

病院及び枝幸町国保病院の４か所となっています。 

   

【妊婦一般健康診査受診人員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊令和４年母子保健業務実績集計表 

 
 

市町村名
受診実人員
（人）

受診延人員
（人）

市町村名
受診実人員

（人）
受診延人員

（人）

 稚内市 232 1,855 礼文町 19 163

猿払村 29 230 利尻町 15 123

 浜頓別町 27 204
利尻富士

町
15 156

 中頓別町 15 110 幌延町 22 163

 枝幸町 68 501 管　内 468 3,702

 豊富町 26 197 全　道 31,992 306,653
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＜妊婦健康診査＞ 
 市町村が主体となり、妊婦一般健康診査、超音波検査、妊婦精密健康診断等を行う事業です。

国の技術的助言では、妊婦が受けるべき健康診査の回数は 14 回程度行われることが望ましい

と考えられています。 
 また少なくとも最低限５回必要であり、経済的理由等により受診をあきらめる者を生じさせ

ないため同程度の公費負担の実施が必要とされています。 

   

○ 早期に妊婦健康診査を受診し、母胎又は胎児におけるリスクの高い妊娠について   

の早期発見、早期対応を図るためには、妊娠の早期届出（満 11週以下の届出）が    

必要ですが、管内における令和４年度の妊娠届出総数 290人のうち、妊娠 11週以下   

での届出は、94.8％（全道 94.8％）となっています。 

 

         【妊娠の届出をした人の各妊娠期における届出率】                              

区 分 

 

総 数 

（人） 

妊娠の届出をした人の各妊娠期における届出率 （％） 

満 11週以内 満 12週～19 週 満 20週～27 週 満 28週以上 不詳 

宗 谷 290 94.8 4.8 0.3 0.0 0.0 

全 道 25,683 94.8 3.7 0.7 0.6 0.1 

            ※令和４年母子保健業務実績集計表 

 

○ 妊婦の頃より、医療機関及び市町村からの情報に基づき、相互に養育支援が必    

要な母子に保健師が訪問して行う「養育支援連絡システム（周産期等養育者支援    

保健・医療連携システム）」を実施しており、管内では令和４年度は 62 件、令和    

５年度は 47 件の連絡を受けて市町村保健師が支援を行っています。 

○ 助産師外来は令和５年４月１日現在、全道で 38か所設置されています。当地域で助

産師外来を実施している医療機関はありませんが、市立稚内病院では、母乳外来を開

催し、安心した育児ができるよう助産師指導を行っています。 

 

＜助産師外来＞ 

  助産師が医師と役割分担しながら自立して、妊産婦やその家族の意向を尊重しながら、健診や保

健指導を行うもの。 

   

○ 分娩可能な産科医療機関がない地域の妊産婦の心身及び経済的負担を軽減し、    

安心して出産できる環境づくりを推進するため、検診や出産の際の交通費及び宿    

泊に要する経費の助成を行っています。 

 

（２）課 題 

○ 市立稚内病院から、「総合周産期センター」である旭川厚生病院までの移動が、   

墜落分娩等の危険回避が可能とされる概ね 120 分、100km をはるかに超えて       

いるため、市立稚内病院による妊産婦及び新生児への安全・安心な医療サービス    

の提供体制の整備、充実強化が必要です。 

○ ハイリスク分娩や急変時には、「地域周産期センター」である市立稚内病院や名寄

市立総合病院、「総合周産期センター」である旭川厚生病院等へ迅速に搬送が可能な

体制の構築及び搬送時間を短縮することが必要です。 

○ 分娩可能な産科医療機関がない地域における妊産婦の受診、分娩にあっては、    

気象変化や冬期間の航空路線の欠便、フェリーの減便等による宿泊施設等の利用    

のほか、検診や出産の際の交通費による経済負担の軽減が必要です。また、異常    

分娩等による緊急時の産科医療体制の整備が必要です。 
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             （３）必要な医療機能 

周産期医療体制の構築に当たっては、地域周産期センターである市立稚内病院を中 

心として、他医療機関間の連携、第三次医療圏間の連携（広域搬送・相互支援体制の 

構築等、圏域を越えた母体及び新生児の搬送及び受け入れが円滑に行われるための措 

置）等を推進するとともに、ハイリスク分娩などに対する搬送体制の整備に加えて、

正常分娩等に対する安全な医療を提供するための体制の確保や周産期医療関連施設

を退院した障がい児等が生活の場で療養・療育できる体制の確保が必要です。 

 

 正常分娩等に対し安全な医療を提供するための周産期医療関連施設間の連携  

○ 正常分娩(リスクの低い帝王切開術を含む。)や妊婦健診等を含めた分娩前後の    

診療を安全に実施可能な体制の構築が必要です。 

○ ハイリスク分娩や急変時には地域周産期センター等へ迅速に搬送が可能な体制    

の構築が必要です。 

 

 周産期の救急対応が 24時間可能な体制  

  総合周産期センターや他医療機関と連携の上、地域周産期センターである市立稚   

内病院を中心とした周産期医療体制による、24 時間対応可能な周産期の救急体制   

の整備が必要です。 

 

 新生児医療の提供が可能な体制  

新生児搬送や、新生児集中治療管理室（以下、「ＮＩＣＵ」という。）、ＮＩＣＵに併

設された回復期治療室（ＧＣＵ）、ＮＩＣＵ等の後方病室確保を含めた新生児医療の提

供が可能な体制の構築が必要です。 

 

 ＮＩＣＵに入室している新生児の療養・療育支援が可能な体制  

周産期医療関連施設を退院した障がい児等が生活の場で療養・療育ができるよう、  

医療、保健及び福祉サービスが相互に連携した支援体制の構築が必要です。 

 

 周産期における災害対策  

災害時に周産期に係る適切な医療や物資が提供され、また、被災地からの搬送受入れ

や診療に係る医療従事者の支援が適切に行われる体制の構築が必要です。 
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（４）数値目標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）数値目標等を達成するための必要な施策 

 地域周産期センター等の整備  

○ 限られた医療資源を有効に活用していくため、「地域周産期センター」である市立

稚内病院を中心とした周産期医療体制の整備推進や、周産期関係医療機関の連携や役

割分担による連携体制の強化を図り、市町村及び医療機関が連携した出産体制を支援

する母子保健活動を推進していきます。 

○ 市町村及び医療機関と連携し、市立稚内病院を核とした周産期医療体制の強化    

を図り、妊産婦及び新生児の安全・安心な環境整備のため、予防・早期発見・早    

期治療を目指した保健・医療・福祉サービス支援体制の構築に努めます。 

 

 救急搬送体制の整備  

○ 管内の周産期医療体制の強化を図るため、ドクターヘリ、消防防災ヘリ等の効    

果的な活用について、市町村、医療機関とともに、関係機関等への働きかけに努    

めます。 

○ 分娩可能な産科医療機関がない地域における妊産婦の受診、分娩に当たっての    

経済的負担の軽減策として、「妊産婦安心出産支援事業」による交通費や宿泊経    

費の助成、引き続き行うとともに、経済的負担軽減策や異常分娩等の緊急時の対    

応策について、検討を行っていきます。 

 

＜妊産婦安心出産支援事業＞ 

 分娩可能な医療機関がない地域の市町村（分娩可能な医療機関がある市町村から 25ｋｍを超える市町村又は離 

島の市町村として実施要綱の別表に掲げるもの。）に在住する妊産婦が安心して出産できる環境づくりを推進す 

ることを目的としたもので、事業者は、当該地域の市町村となっている。補助対象経費は、健康診査や出産準備 

に対する交通費や宿泊費であり、令和５年度は、当地域において、猿払村、浜頓別町、中頓別町、枝幸町、豊富町、

礼文町、利尻富士町、幌延町で交通費、宿泊費の助成を行っている。 

 

 

（６）医療機関等の具体的名称 

      【産科又は産婦人科を標榜する医療機関】 

医療機関名 所在地 備  考 

 市立稚内病院 稚内市  

 浜頓別町国民健康保険病院 浜頓別町 ※分娩休止中 

 利尻島国保中央病院 利尻町 ※分娩休止中 

       

         【婦人科を標榜する医療機関】 

医療機関名 所在地 備  考 

 枝幸町国民健康保険病院 枝幸町 ※妊婦検診実施の医療機関 

 

（７）歯科医療機関の役割  

妊娠は、ホルモン等の内分泌機能の生理的変化により、歯周病のリスクを高める  

ことから、市町村等と連携し、妊産婦に対して歯・口腔の健康づくりに関する正し

指標区分 指標名（単位） 現状値
目標値
（R11）

目標数値の考え方 現状値の出典（年次）

分娩を取り扱う医療機関数 1 1 現状維持
医療施設調査（静態）

［厚生労働省］
（令和５年）

地域周産期母子医療センター
整備数

1 1 現状維持
北海道保健福祉部調査
（令和５年４月現在）

体制整備
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い知識や定期的に歯科医療機関を受診することの必要性を啓発するための機会の確

保に努めます。 

   また、妊婦が歯科医療機関を受診した際は、妊娠週数に配慮し、適切な歯科医療   

の提供に努めます。 

 

（８）薬局の役割   

妊婦等が医薬品を適切かつ安全に使用できるよう、薬局において、薬学的管理（薬    

剤服用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、妊婦等への適切な     

服薬指導などに努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

     周産期関連施設を退院した障がい児等が、在宅で療養・療育ができるよう医療機関

などと連携し、支援の充実に努めます。 
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１１ 小児医療体制（小児救急医療を含む） 

 

（１）現 状 

 ○ 当地域の小児人口（15歳未満）は、令和６年１月１日現在では、5,524人となって

おり、平成 12年と比べ、48.1％減少しています。（平成 12年：11,472人） 

 ○ 当地域で、小児科を標ぼうする医療機関は、令和６年４月１日現在、病院４施設、

診療所５施設（保健センター、診療日が月に数回であるへき地診療所を除く。）の計９

施設あります。 

  ○ 全道的に小児医療を担う医師数は、年々減少する傾向にあり、令和６年４月１日現

在、当地域においては、小児科の常勤医師がいる医療機関は２施設で、常勤医は５名

となっていますが、このうち、北海道小児地域医療センターに指定されている市立稚

内病院では、常勤医師が複数体制で診療を行っています。 

   また、常勤の小児科医師がいない他の病院の中には、非常勤小児科医師により診療

を行っているところもあり、いずれの医療機関においても、診療体制の確保に苦慮し

ています。 

  ○  令和２年の小児人口１万人当たりの小児科医師数でみると、7.6 人で全道平均の

16.3人（全国 18.6人）を下回っています。 

 ○ 小児救急患者の時間帯別の受診状況は、平日では夕刻から準夜帯(18 時から 22   

時頃まで)にかけて増加傾向にあり、土日では更に多くなっており、いわゆる時間外 

受診が多いことが指摘されています。 

 ○  道が実施した「二次救急医療機関における救急患者受入実態調査」における小児   

救急患者の時間外受診状況を見ると、「特に軽症」と「軽症」の患者が多数を占め   

ています。 

 ○ このような小児救急における受療行動には、少子化や核家族化、共働きなどの家   

庭環境の変化とともに、保護者等の専門医志向や病院志向が大きく影響していると   

指摘されています。 

 ○ 当地域では、通常の救急医療体制によるほか、市立稚内病院が単独で輪番制により

休日・夜間の小児の二次救急医療を確保する「小児救急医療支援事業」を実施するこ

とにより、小児二次救急医療の体制整備を図っていますが、同病院及び小児科医に 

大きな負担がかかっています。 

 

  

 

 

 

○ 道では、道内の内科医等を対象とした小児救急に関する研修を実施し、地域の小   

児救急医療に係るネットワーク体制を構築しており、当地域からも、当該研修に医   

師等が参加し、小児救急医療に対する理解を深めるとともに、地域の小児救急医療   

体制の推進に努めています。 

 

 

 

 

 

                               

  ○ 保護者の子育て不安の解消に資する観点から小児救急電話相談事業(♯８０００）

の周知に努めるとともに、消防、医師会等と共催による救急法等講習会の実施など

を通じて、救急医療についての啓発を行っています。 

 

＜小児救急医療支援事業（平成 11 年～）＞ 

  ・事業概要：輪番制により休日・夜間の小児の二次救急医療を確保する 

 ・対象圏域：第二次医療圏単位（原則）～道内 21 圏域 

 ・事業主体：市町村長の要請を受けた病院 

＜北海道小児救急医療地域研修事業（平成 17 年度～）＞ 

  ・実施機関：北海道医師会へ事業委託 

 ・実施地区：第三次医療圏を基本に、全道８地区に区分し開催 

 ・対象者：在宅当番医制に参加する医師等 



62 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜小児救急電話相談事業＞ 

 ○ 夜間における子どもの急な病気やけがなどの際に、専任の看護師や医師が保護者等 

  からの相談に対し、電話により助言を行っています。 

 ・電話番号：０１１－２３２－１５９９（いーこきゅうきゅう） 

   ※ プッシュ回線の固定番号及び携帯電話からは短縮ダイヤル「♯８０００番」も利 

    用できます。 

 ・相談体制：毎日 午後７時から翌朝８時まで 

       看護師１名（センター対応）、医師１名（自宅等待機）  

 ・利用に当たっての注意事項： 

   医師が直接診察して治療を行うものではなくあくまでも電話による家庭での一般的             

対処などに関する助言アドバイスを行うものです。 

  

【小児救急電話相談事業（♯８０００）のイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）課 題 

   小児医療体制等の確保  

  ○ 子どもを持つ家族に対する相談など、家族を支援する体制や子どもの症状・状態

に応じた小児医療体制の確保が必要です。 

    ○ 休日・夜間における軽症の患者の割合が以前から高く小児科勤務医が長時間にわ

たる不規則な勤務を余儀なくされており、不要な時間外受診がなくなるよう親が子

どもの体調について判断できるよう、知識の普及が必要です。 

○ 隣接する医療圏の医療機関と連携し、入院医療や救急医療を提供できる体制の 

維持が必要です。 
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  小児高度専門医療や療養・療育支援体制の確保  

○ 子どもの発達の遅れ等の早期発見、早期療育のため、必要な療育や適切な支援を、

身近な地域で受けられる体制の充実が必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

（症状等に応じた医療機能や救急医療体制の充実） 

   疾病や症状等に応じた医療が提供されるよう、一般の小児医療から高度・専門医      

療及び初期救急医療から三次救急医療に至る体系的な医療提供体制の充実を図ると      

ともに、急性期を経過した小児患者を地域で受け入れられるよう、医療機関の機能

に応じた連携体制を構築することが必要です。 

 

 （災害時を見据えた小児医療体制） 

   災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供され、また、被災地からの搬送受入れ

や診療に係る医療従事者の支援が適切に行われる体制の構築が必要です。 

 

（４）数値目標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）数値目標等を達成するための必要な施策 

  （小児医療体制等の確保） 

    相談支援体制等   

  ○ ＡＥＤの使用方法を含む救急蘇生法等講習会を実施します。 

  ○ 医療機関の受診が適切に行われるよう、地域住民に対し、適正な受診方法等に    

ついての啓発や小児救急電話相談事業及び救急医療情報システムの活用を促進し    

ます。 

 

     一般の小児医療及び初期小児救急医療体制  

小児医療については、できるだけ患者の身近なところで提供されることが望ましい

ことから、一般の小児医療及び初期小児救急医療を担う病院や診療所の維持・確保に

努めます。 

 

    小児専門医療及び入院小児救急医療体制  

  ○ 北海道小児地域医療センターである市立稚内病院を中心とした、専門医療及び    

入院を要する小児患者に対応する小児救急医療の提供体制や搬送体制の確保に努    

めます。 

  ○ 小児専門医療を担う市立稚内病院における小児科医師の勤務環境の改善を図る    

ため、市立稚内病院を支援し、地域の開業医や総合診療医、関係機関との幅広い    

連携体制の構築に努めます。  

指標区分 指標名（単位） 現状値
目標値

（R11)

目標値の

考え方
現状値の出典（年次）

小児医療を行う医師数（小児人口１万

人対）（人）
8.6

現状より

増加

現状より

増加

令和4年医師・歯科医師・薬

剤師調査［厚生労働省］

小児の訪問看護を実施している訪問看

護事業所（か所）
0

令和4年度NDB

［厚生労働省］

小児の訪問診療を実施している医療機

関数（か所）
0

令和4年度NDB

［厚生労働省］

小児二次救急医療体制が確保されてい

る医療機関数
1 1 現状維持

北海道保健福祉部調べ

（令和5年４月現在）

北海道小児医医療センター、北海道小児地

域支援病院による提供体制が確保されてい

る医療機関数

1 1 現状維持
北海道保健福祉部調べ

（令和5年４月現在）

地域の実情を踏まえ

小児医療の充実に努

めます。

体制整備

体制確保に

係る圏域
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 療養・療育支援体制の確保  

   発達障がいの子ども、重症心身障がい児、医療的ケア児等が、在宅医療や療育、短

期入所等の福祉サービスなどの支援を身近な地域で受けられるよう、地域生活を支援

する体制の充実に努めます。 

 

    【市町村子ども発達支援センター】 

地 区 センター名 圏   域 

稚内地区  稚内市早期療育通園センター  稚内市、猿払村、豊富町 

南宗地区  南宗谷こども通園センター   枝幸町、浜頓別町、中頓別町 

利礼地区 

 

 母子通園サブセンター   礼文町 

利尻町子ども発達支援センター  利尻町 

 利尻富士町母子通園センター   利尻富士町 

※留萌北部地

域 

  留萌北部地域子ども発達支援ｾﾝﾀｰ   幌延町（※留萌管内：天塩町、

遠別町） 

 

    小児在宅医療の提供体制の確保  

小児在宅医療の担い手を育成するため、医師・看護師等の医療従事者に対する普

及啓発や研修会の開催等に取り組むとともに、在宅療養中の小児の状態が急変した

際などに適切に対応できるよう、小児在宅医療を担う医療機関と後方支援を担う医

療機関との連携体制の構築や北海道立子ども総合医療・療育センター等における小

児高度専門医療を提供する医療機関との連携体制の確保に努めます。 

    また、地域の実情に応じた在宅生活の支援体制の構築に向けて、保健・医療・福

祉・教育等の関係者間の連携促進に取り組みます。 

 

    災害を見据えた小児医療体制  

    災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供されるよう、災害拠点病院や地域の

医療機関等の連携体制の確保を進めるなど災害発生時における小児医療体制の構

築に努めます。  

 

（６）医療機関等の具体的名称 

 【小児科又は小児外科を標榜する医療機関】(令和５年４月１日現在) 

   （病 院） 

医療機関名 所在地 備    考 

 市立稚内病院 稚内市  小児科常勤医４名 

 枝幸町国民健康保険病院 枝幸町  小児科出張医 等 

 浜頓別町国民健康保険病院 浜頓別町  小児科出張医 等 

 利尻島国保中央病院 利尻町   

   

 

 

 

＜北海道小児地域医療センターの選定基準＞ 

  ① 一定数以上の小児科の常勤医師が勤務している

こと 

  ② 小児科の入院医療を提供していること 

  ③ 小児二次救急医療を担っていること 

  ④ ＮＩＣＵを整備していること 
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        （診療所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）歯科医療機関の役割  

  ○ 子どもの発達障がい等に対する支援として、できるだけ身近なところで適切な    

歯科保健医療サービスを受けられるよう、障がい者歯科医療協力医の確保に努め    

ます。 

   

（８）薬局の役割   

     子どもをもつ家族からの相談に対応するため、「健康サポート薬局」など、かかり

つけ薬局・薬剤師を普及するとともに、地域の薬局が相互に連携し、休日や平日の診

療時間外における調剤応需のほか、市販薬を含めた医薬品や衛生材料等の供給体制

の充実に努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

     在宅医療を必要とする小児等が地域で安心して療養できるよう、小児等の成長発   

達に応じた看護を提供するとともに、保健・医療・福祉・保育・教育などの関係者   

と連携し、小児及びその家族の支援の充実に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療機関名 所在地 備    考 

 こどもクリニック はぐ 稚内市  小児科常勤医１名 

医療法人社団オロロン会南稚内クリニッ

ク 

稚内市   

 豊富町国民健康保険診療所 豊富町   

 利尻富士町国民健康保険鴛泊診療所 利尻富士町   

北海道立香深診療所 礼文町   
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１２ 在宅医療の提供体制 

 

（１）現 状 

 ○ 長期にわたる療養や介護を必要とする患者が病気と共存しながら、生活の質の維  

持・向上を図りつつ療養生活を継続することができるよう、在宅医療の提供体制の

整備が必要とされています。 

また、高齢化の急速な進行を踏まえ、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし

続けられるよう、医療と介護が連携した地域包括ケアシステムを構築する必要があ

ります。 

   当地域の高齢化率は令和５年１月１日現在、35.5％であり、全道平均の 32.8％を上   

回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ◯ 全国的に実施された「人生の最終段階における医療・ケアに関する意識調査」（令和

４年）では、一般国民の「人生の最終段階における、最期を迎えたい場所」として、

「病気で治る見込みがなく、およそ１年以内に徐々にあるいは急に死に至ると考えら

れる場合」は 43.8％、「末期がんで、食事や呼吸が不自由であるが、痛みはなく、意

識や判断力は健康なときと同様の場合」は 32.2％、「認知症が進行し、身の回りの手

助けが必要で、かなり衰弱が進んできた場合」は 14.7％の人が自宅で最期を迎えるこ

とを希望しています。また、「病気で治る見込みがなく、およそ１年以内に徐々にある

いは急に死に至ると考えられる場合」に最期を迎えたい場所として「自宅」を選択し    

た一般国民のうち、71.5％が「住み慣れた場所にいたい」ことを理由として挙げ    

ているものの、「自宅」を選択しなかった一般国民においては、64.9％の方が「介    

護してくれる家族等に負担がかかる」ことを理由に、最期を迎えたい場所として    

「自宅」を希望しないとしています。 

   当地域の自宅や老人ホーム（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホー   

ム及び有料老人ホーム）における死亡の割合は令和４年度時点で、17.5％（全道 18.5 

％、全国 28.4％）となっています。 

 

 ＜人生の最終段階における医療及びケアのあり方＞ 

  医師等の医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされ、それに基づいて 

 患者が医療従事者と話し合いを行い、患者本人による決定を基本とした上で、 

 人生の最終段階における医療を進めることが最も重要です。 

 

 ＜在宅医療＞ 

  治療や療養を必要とする患者が、通院困難な状態にあっても自宅等※の生活の場で 

 必要な医療を受けられるように、医師などが自宅等を訪問して看取りまでを含めた 

 医療を提供するものです。 

  在宅医療の対象者は、病気やけがなどにより通院困難な人で、退院後継続して治 

 療が必要な人、又は自宅等で人生の最終段階における医療を希望する人などで、具 

 体的には、寝たきりの高齢者、神経難病患者、けがによる重度の後遺症のある患者、  

末期がん患者等です。 

※ 「自宅等」とは、居宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人 

ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、認知症対応型共同生活介護事業所等を指します。 

 ＜地域包括ケアシステム＞ 

  地域の実情に応じて、高齢者が、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立し 

 た日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した 

 日常生活の支援が包括的に確保される体制を言います。 
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 ○  在宅医療サービスの提供状況を見ると、全道で、医療保険等による在宅サービス   

（往診・訪問診療・看取り）を実施している医療機関は、人口 10 万対人当たりでは、    

令和２年度時点で病院では 6.5施設、診療所では 17.0施設、歯科診療所では 18.3施   

設となっています。 

   当地域では、病院 11.3施設、診療所 8.1施設、歯科診療所 8.1施設となっており、  

病院は全道平均を上回るものの、診療所・歯科診療所は下回っています。 

   また、平成 29年９月現在では、病院では 77.8％（７か所）、診療所では 7.1％（３

か所）、歯科診療所では 13.3％（４か所）となっており、令和５年９月現在で   病

院では 75.0％（６か所）、診療所では 19.0％（８か所）、歯科診療所では 13.0％   

（３か所）となっており、診療所は増加していますが、病院・歯科診療所は減少して   

います。 

 ○  人生の最終段階も含め患者の急変等に 24時間体制で対応できる在宅療養支援診療   

所及び在宅支援病院は、令和５年４月現在、全道でそれぞれ 354施設、81施設が届出    

を行っており、病院については年々増加の傾向にありますが、このうち札幌圏はそれ   

ぞれ 167施設（全体の 47.1％）、29施設（全体の 35.％）となっています。 

   当地域では、在宅療養支援診療所の届け出が１か所となっています。 

 

 在宅療養支援診療所  道北勤医協宗谷医院（平成 23 年４月１日） 

 

 ○  訪問看護ステーション（サテライト型事業所を含む）は、令和５年４月現在、全道

で 676か所あり、年々増加の傾向にあります。一方で、179市町村のうち 60市町村で

設置されていませんが、一部の地域を除き、他地域の事業所等によりサービスが提供

されている状況にあります。 

    当地域の設置状況は、令和６年４月時点で稚内市３か所、中頓別町１か所、枝幸町   

１か所、利尻町と利富士町の共同設置の訪問看護ステーションが１か所の計６か所と   

なっています。 

   また、24時間体制の訪問看護ステーションは、稚内市３か所、利尻町と利尻富士町  

の共同設置の訪問看護ステーション１か所で、計４か所となっています。 

 

 ○  在宅患者への訪問による薬剤管理指導を実施し、在宅患者調剤加算を算定してい   

る薬局は、令和２年４月現在、全道では 798施設であり、開設許可を受けている薬局   

2,334施設の 34.2％となっており、年々増加傾向にあります。 

    当地域の在宅患者調剤加算を算定している薬局数は、令和５年４月現在、８か所と

なっています。また、介護保険における居宅療養管理指導を算定している薬局数   

は、令和６年７月現在、22か所となっています（在宅患者調剤加算と重複している薬

局を含む）。 

 ○  がんなどの疼痛緩和に必要な医療用麻薬の調剤や患者宅での保管管理・廃棄等の   

指導に対応できる麻薬免許を有する薬局は、令和５年１月現在、全道では 2,133施

設となっています。 

   当地域の麻薬免許を有する薬局数は、令和６年７月現在、24 か所となっています。 

 

（２）課題 

  在宅医療（訪問診療）の需要の把握  

 ○ 高齢化の進行や生活習慣病（慢性疾患）が死因の上位を占めるなどの疾病構造の変 

  化に伴い、要介護認定者や認知症患者は大幅に増加しており、自宅や地域で疾病を抱 

  えつつ生活を送る者が今後も増加していくことが考えられます。また、地域医療構想 

  を推進する中で、病床の機能分化・連携が進むことに伴う増加（新たなサービス必要 

  量）も見込まれます。 

 ○ 在宅医療は、地域包括ケアシステムの不可欠な構成要素であり、今後増大する慢性 

  期の医療ニーズに対する受け皿であることから、適切な提供体制を整備するため、必 
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  要となる在宅医療の需要について推計しました。 

 ○ なお、この推計結果については、療養病床の転換に関する状況や在宅医療（訪問診 

  療）の体制整備の状況などを踏まえ、本推進方針の中間年（３年目）の見直しにおい   

て、再度推計することとしています。 

                         

 平成 25 年（2013 年） 令和８年（2026 年） 令和 11 年（2029 年） 

全道合計 29,154 
46,530 

(44,102) 

52,161 

(47,305) 

宗谷 154 
201 

(186) 

222 

(193) 

                            ※下段（ ）は新たなサービス必要量を除いた数 

 

  地域における連携体制の構築  

 ○ 積雪寒冷で広域分散型の本道において、在宅医療の提供体制の整備には様々な課題 

  があり、あらゆる地域で在宅医療を等しく推進していくことは現実的ではありません。 

   しかしながら、それぞれの地域における医療・介護資源、人口及び世帯構造の変化   

などを踏まえた上で、在宅医療の推進、介護サービスの提供体制の整備、高齢者の住   

まいの確保など、住み慣れた地域で生活を継続することができるよう、地域の事情に   

応じた取組を行っていくことが必要です。 

 ○ 在宅医療は、介護サービスとの連携を図りつつ、必要な支援を提供することが求め   

られており、医師・歯科医師・看護師・薬剤師・介護支援専門員、市町村職員などの   

各職種が各々の専門知識を活かし、積極的な意見交換や情報共有を通じて、チームと   

して患者・家族の質の高い生活を支えていくことが重要であることから、これを担う   

人材育成と連携体制の構築が必要です。 

 ○ また、当地域は高齢化率が高く、今後、長期にわたる療養や介護を必要とする患者   

の増加が見込まれ、ますます在宅医療の必要性が高まることから、将来にわたって医   

療と福祉介護に関わる質の高い人材を安定的に確保することが必要です。 

 

 

  在宅医療を担う医療機関等の充実  

 ○  在宅医療を求める患者が、住み慣れた家庭や地域でできるだけ生活を送ることがで   

きるよう、在宅医療を提供できる医療機関や訪問看護ステーションの充実が必要です。 

   特に、当地域においては、機能強化型の在宅療養支援診療所及び病院は整備されて

いないことから、整備の促進が必要です。 

  ○ また、訪問看護ステーションが設置されていないのは５町村ですが、訪問看   

護ステーションの広域利用や医療機関のみなしの訪問看護の実施により、サービスを   

受けることができない地域は１市町村となっており、訪問看護の充実が必要です。 

      

  

  緩和ケア体制の整備  

  ○  緩和ケアについては、身体症状の緩和に加え、心理社会的な問題への援助などが求   

められています。 

 ◯ 在宅緩和ケアを進めるため、医療用麻薬の効果的・適正な使用を図っていく必要が   

あります。 

 

  在宅栄養指導、・口腔機能管理、訪問リハビリテーションの充実  

 〇 高齢者の要介護状態の軽減や悪化の防止、フレイル※１対策として、低栄養や誤嚥   
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性肺炎の防止が重要であることから、在宅での栄養管理や口からの食生活を継      

続させるとともに、歯・口腔機能の維持等、専門的な口腔衛生管理や口腔機能管理の   

充実が必要です。 

 
※１：学術的な定義は確定していないが、「後期高齢者の保健事業のあり方に関する研究」報告書では、「加齢

とともに、心身の活力（運動機能や認知機能等）が低下し、複数の慢性疾患の並存などの影響もあり、生活機

能が障害され、心身の脆弱化が出現した状態であるが、一方で適切な介入・支援により、生活機能の維持向上

が可能な状態像」と定義されている。（平成 27 年度厚生労働科学研究特別事業「後期高齢者の保健事業のあ

り方に関する研究」報告書） 

 

  訪問看護の質の向上と育成体制の充実  

 ○ 訪問看護師には、医師や歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、介護支援専門員などの専   

門職種と連絡・調整を図り、在宅療養中の患者に適切な看護を提供するなど、在宅医   

療の現場で活躍できる看護師の育成が求められています。 

 

  訪問薬剤管理指導の推進  

 ○  在宅患者が医薬品を適正に使用できるよう、薬局と医療機関等との間で服薬情報等   

を共有するとともに、薬局薬剤師による在宅患者の医薬品管理・適正使用の指導（薬   

剤管理指導）の実施が求められています。 

 

  高度な薬学管理等が可能な薬局の充実  

 ○ 薬剤師が在宅医療へ積極的に関与することで、薬物有害事象への対処や服薬状況の   

改善が見込まれ、在宅医療の質の向上につながることから、多様な在宅医療のニーズ   

に対応するため、麻薬調剤や無菌製剤処理、小児への訪問薬剤管理指導、24時間対応   

が可能な薬局の整備が必要です。 

 

  地域住民に対する在宅医療の理解の促進  

  ○  在宅医療を推進するためには、医療機関はもとより、地域住民に対し、在宅医療に   

関する情報提供や普及啓発が必要です。 

 ○ 人生の最終段階の患者が自ら望む場所で最期を迎えることができるよう、患者やそ   

の家族、在宅医療に携わる関係者が患者の意思を共有すること（人生会議（ＡＣＰ：   

アドバンス・ケア・プランニング））を推進する取組が必要です。 

○ また、家庭における看護の需要に対応するため、在宅療養に必要な家庭看護の知識・

技術の普及を図る必要があります。 

 

 

  災害時を見据えた在宅医療の提供体制の構築  

 ○ 災害時は、緊急性の高い状況において事業の継続が必要となるため、在宅医療を行   

う医療機関において業務継続計画（ＢＣＰ）を策定するなど、自ら避難することが困   

難な在宅療養中の患者が適切に避難支援を受けられる体制の構築が必要です。 

 ○ また、避難後には、救護所や避難所における健康管理を中心とした活動が重要なこ 

  とから、住民に対し、お薬手帳等の普及啓発が必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

 円滑な在宅療養移行に向けての退院支援が可能な体制【退院支援】 

○ 入院医療機関と在宅医療を提供する医療機関の円滑な連携により、切れ目のない継   

続的な医療提供体制を確保することが必要です。 

 

 日常の療養支援が可能な体制【日常の療養支援】  
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  ○ 患者の疾患、重症度に応じた医療（緩和ケアを含む）が多職種協働により、できる     

限り患者が住み慣れた地域で継続的・包括的に提供されることが必要です。  

 

 急変時の対応が可能な体制【急変時の対応】 

  ○ 在宅療養者の病状急変時に対応できるよう、在宅療養を担う病院・診療所、訪問看   

護ステーション及び入院機能を有する病院・診療所との円滑な連携による診療体制を   

確保することが必要です。 

 ○ 地域において在宅医療・救急医療等の関係者間の連携体制の構築を支援し、人生の

最終段階において本人の意思が尊重される環境を整備することが必要です。 

 

 患者が望む場所で看取りが可能な体制【看取り】 

 ○  自宅、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅等の住まいや介護保険施設等、

患者が望む場所での看取りを行うことができる体制を確保することが必要です。 

 

（４）数値目標等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※１ 施設名の特定を避けるため、国が市町村毎で３未満の数値は秘匿処理しており特定不可のため、数値を１として算出したデータを含む。 

※２ 自宅、老人ホーム（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び有料老人ホーム）での死亡率 

※３ 目標値の考え方における「現状」は、計画策定時の数値とする。 

 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

  在宅医療を推進するための支援  

○ 各地域で必要な在宅医療提供体制が構築されるよう、地域ごとの課題分析、在宅医療   

の専門的知見を有する医療アドバイザーの助言、在宅医療に係る研修会を実施するな   

ど、地域で在宅医療を担う医療従事者等に対する支援を行います。 

  

 在宅医療に必要な連携を担う拠点の整備  

○ 在宅医療における必要な医療機能の確保・強化に向けて、市町村が実施する在宅医

指標区分 指標名（単位） 現状値 
目標値 
（Ｒ11） 

目標値の考え方 
     ※３ 

現状値の出典（年次） 

体制整備 

訪問診療を実施している医療機関 

数（人口 10万人対）（医療機関数） 
17.8 現状より増加 現状より増加 

令和２年度  ＫＤＢ 

［厚生労働省］ 

機能強化型の在宅療養支援診療所

又は病院 

機能強化型の在宅療養支援診療所・病院の設置はありませんので、在宅医療体制

の充実に向けた取り組みを推進していきます。 

在宅医療において積極的役割を担
う医療機関 

０ １ 圏域内での設置 ―― 

在宅医療において必要な連携を担
う拠点 

０ １ 圏域内での設置 ―― 

機能ごと
の体制等 

退院支援を実施している医療機関
数 

１ ※１ １ 現状維持 
令和３年度 ＮＤＢ 
[厚生労働省] 

在宅療養後方支援病院数 ０ １ 現状より増加 
北海道保健福祉部調査 
（令和５年４月現在） 

在宅看取りを実施する医療機関数 ３ ※１ ４ 現状より増加 
令和３年度 ＮＤＢ 

[厚生労働省] 

多職種の 

取組確保 
等 

24 時間体制の訪問看護ステーシ

ョン数 
４ ４ 現状維持 

令和３年度 ＮＤＢ 

[厚生労働省] 

歯科訪問診療を実施している診療
所数 

４ ※１ ４ 現状維持 
令和３年度 ＮＤＢ 
[厚生労働省] 

訪問口腔衛生指導を実施している
診療所・病院数 

０ １ 現状より増加 
令和３年度 ＮＤＢ 
[厚生労働省] 

訪問薬剤管理指導・居宅療養管理
指導を実施する薬局数 
※重複の場合あり 

22 22 現状維持 
令和３年度 ＮＤＢ 
[厚生労働省] 
稚内保健所調べ 

地域支援体制加算届出薬局数 ９ ９ 現状維持 
北海道保健福祉部調査 
（令和５年９月） 

訪問リハビリテーションを実施し
ている医療機関、介護老人保健施
設、介護医療院数 

２ ２ 現状維持 
稚内保健所調べ 

※指定分のみ 

訪問栄養食事指導を実施している
医療機関数 

０ １ 現状より増加 
令和２年度 ＫＤＢ 
[厚生労働省] 

実施 

件数等 

訪問診療を受けた患者数 
［１か月当たり］ 
（人口 10万人対）（人） 

241 現状より増加 現状より増加 
令和２年度 ＫＤＢ 

[厚生労働省] 

訪問看護利用者数（医療保険） 
［１ヶ月当たり］ 
（人口 10万人対）（人） 

29 ※１ 現状より増加 現状より増加 
令和３年度 ＮＤＢ 

[厚生労働省]  

住民の 
健康状態 

等 

在宅死亡率（％）※２ 17.5 現状より増加 現状より増加 
令和３年度 ＮＤＢ 

[厚生労働省] 

在宅ターミナル加算を受けた患者

数［１か月当たり］（人） 
29 ※１ 現状より増加 現状より増加 

令和３年度 ＮＤＢ 

[厚生労働省] 
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療・介護連携推進事業の取組と連携しながら包括的かつ継続的な在宅医療の提供体制

を構築するための連携調整を図るなど、郡市医師会、市町村、病院、診療所、訪問看

護事業所、保健所等の主体のいずれかを、「在宅医療に必要な連携を担う拠点」として

位置づけることとし、引き続き、多職種の連携体制づくりにおけるコーディネート役

である当所や北海道在宅医療推進支援センターが、地域課題の把握・分析、取組の導

入検討等の支援を進めます。 

 

   地域における連携体制の構築  

○ 住み慣れた地域で暮らしながら医療を受けられるよう、在宅医療圏単位での在宅医   

療の連携構築を目指し、「在宅医療に必要な連携を担う拠点」が地域における包括的   

かつ継続的な連携体制づくりを行いながら、市町村が行う在宅医療・介護連携推進事   

業の取組や「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」と連携し、地域の医療介   

護資源等の把握や課題の整理、課題解決に向けた取組を進め、退院支援から日常の療   

養支援、急変時の対応、看取りまで継続した医療提供体制の構築を図ります。 

○ 患者の病状急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・診療所、訪問看護事業   

所、在宅療養後方支援病院、地域包括ケア病棟を整備している医療機関等相互の連携   

のほか、人生の最終段階において患者本人の意思が尊重されるよう、患者やその家族、   

在宅医療に携わる関係者が患者の意思を共有する人生会議（ＡＣＰ（アドバンス・ケ   

ア・プランニング））の取組を踏まえた消防機関との連携体制の構築に努めます。 

 ○ 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員、市町村職員などを対象に、多   

職種協働による在宅チーム医療等についての研修を行うなど、当所や「在宅医療に必     

要な連携を担う拠点」のコーディネートの下、在宅医療を担う人材の育成と多職種間   

の連携体制の構築に努めます。 

 ○ 医療と介護の連携を図るため、医師等医療従事者と介護支援専門員等による事例検   

討や、情報交換を円滑に行うためのツールの活用などの取組みを促進します。 

 ○ 人口規模が小さい市町村などにおいて、在宅医療・介護サービスの資源把握や相談   

支援などに取り組むことができるよう、在宅医療・介護連携コーディネーターの育成   

やネットワーク化などの広域調整に努めます。 

  ○ 在宅医療の推進に向けては、宗谷医師会、稚内歯科医師会、北海道薬剤師会稚内支   

部及び北海道看護協会稚内支部等との連携を強化し推進します。 

 ○ 住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、心身の状況等に応じた 

  適切な住まいの確保と、安心して日常生活を営むために必要な生活支援サービスなど 

  の介護サービスや在宅医療の提供を一体的にとらえ、住宅施策と福祉施策の連携に努 

  めます。 

 ○ 広域分散型の本道で医療と介護の連携体制を構築するため、ＩＣＴを活用した患者 

  情報共有ネットワーク、見守り支援、遠隔医療等の取組を促進します。 

 

  在宅医療を担う医療機関の整備等  

  ○ 在宅医療を求める患者や家族のニーズに対応できるよう、在宅医療の中心となる機   

能強化型の在宅療養支援診療所・病院、訪問診療を実施する病院・診療所や歯科診療   

所(在宅療養支援歯科診療所等)、薬局や 24 時間体制訪問看護ステーション等の整備   

及び訪問リハビリテーションの充実を促進します。 

  ○ 当地域は、訪問看護サービスを受けることができない地域があることから、訪問看   

護の体制整備に向けた取組みを推進します。 

 ○ 24 時間体制の在宅医療を提供できるよう、機能強化型の在宅療養支援診療所以外の   

診療所も含めたネットワークの構築に努めます。 

  

  緩和ケア体制の整備  

  ○ 当地域で、在宅緩和ケアが推進されるための緩和ケア病床を有する医療機関の届け   

出等はありませんが、緩和ケアを提供している医療機関と在宅療養支援診療所等の関   
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係者との連携を促進します。 

 ○ 在宅における緩和ケアに関わる医師、薬剤師、看護師等に対し、それぞれの業務   

内容に応じた専門研修を実施するとともに、在宅療養患者に対する相談支援体制等の   

整備に努めます。 

 ○ 在宅緩和ケアにおける医療用麻薬の適正使用を推進するため、薬局に勤務する薬剤 

  師を対象とする各種研修会を通じて、薬局における医療用麻薬の適切な服薬管理が行 

  われるよう支援します。 

  

  在宅栄養指導、口腔衛生管理・口腔機能管理、訪問リハビリテーション体制の充実  

 ○ 医師、歯科医師をはじめ、管理栄養士、歯科衛生士、リハビリテーション専門職等   

の多職種と連携し、一体的な口腔・栄養管理、リハビリテーション・機能訓練が提供   

されるよう、専門職の育成を図りながら、在宅における栄養管理や口腔衛生管理・口   

腔機能管理、リハビリテーションの充実に努めます。 

 

 訪問看護の質の向上と育成体制の充実  

  ○ 在宅療養者のニーズを的確にとらえ、地域の多くの専門職種との連絡・調整を行い、   

生活の質を確保しながら支援を行うために、研修の実施等を通じ訪問看護を行う看護   

職員の確保と質の向上を図ります。 

 

  訪問薬剤管理指導の推進  

  ○ 在宅療養中の患者が適正に服薬できるよう、服薬状況を記録する「お薬手帳」の普   

及を図ります。 

 ○ 当地域には、令和６年３月末現在、「健康サポート薬局」がないことから、在宅に 

おける薬剤管理指導の推進やかかりつけ薬局・薬剤師の機能を充実させ、健康サポー

ト薬局の整備を推進します。 

 

 地域住民に対する在宅医療の理解の促進  

 ○ 往診や訪問診療など在宅医療に重要な役割を果たすかかりつけ医、かかりつけ歯科   

医、かかりつけ薬局を持つことの必要性、訪問看護、訪問リハビリテーションや栄養   

指導の役割などについて、地域住民に対する普及啓発や、在宅医療に関する情報提供   

に努めます。 

 ○ 最期まで自分らしく生きたいと願う患者の意思に沿った医療が提供できるよう、日   

頃から、急変時や人生の最終段階における医療についてどう考えるか、患者本人や患   

者の大切な存在である家族、かかりつけ医や訪問看護師をはじめとした医療従事者等   

が繰り返し話し合う人生会議（ＡＣＰ：アドバンス・ケア・プランニング）の取組が   

重要であることから、知りたくない又は考えたくないといった患者等にも配慮しなが   

ら、住民への普及啓発に努めるとともに、在宅療養中の患者の急変に備え、医療従事   

者や介護関係者、消防機関等の間で患者の意思等が共有できる体制構築に努めます。 

 

 災害時を見据えた在宅医療の提供体制の構築  

 ○ 災害時に自ら避難することが困難な在宅療養中の患者が適切に避難支援を受けられ

るよう、住民に対し、避難行動要支援者への支援制度やお薬手帳等の意義について普 

  及啓発するとともに、市町村、医療機関等の関係機関・関係団体との連携を図ります。 

 

（６）歯科医療機関の役割 

  ○ 高齢者のフレイル対策には食事が重要であり、経口摂取の維持・継続による低栄養   

や誤嚥性肺炎の予防が必要なことから、在宅歯科医療や口腔衛生指導の推進を図りま   

す。 

 ○ 認知症を含めた要介護高齢者に対する経口摂取の維持・継続による低栄養の予防   

や誤嚥性肺炎の予防のため、歯科診療所は、医療機関、訪問看護ステーション、居宅   
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介護支援事業所等と十分に連携しながら、口腔衛生指導（専門的口腔ケアを含む）や   

歯科治療等、適切な歯科医療の提供に努めます。 

 ○ 在宅歯科医療に関する相談や申込み等に対応する窓口機関として、在宅歯科医療連   

携室の整備に努めます。 

 

（７）薬局の役割 

  ○ 在宅患者の適切な服薬管理等を推進するため、かかりつけ薬局・薬剤師を普及する   

とともに、薬局において、在宅患者の薬剤管理指導の実施などにより、在宅医療の取   

組みの充実に努めます。 

 ○ 在宅緩和ケアにおける医療用麻薬の適正使用を推進するため、がん疼痛緩和と医療   

麻薬の適正使用に関する研修会に薬局薬剤師が積極的に参加するなどして、医療用麻   

薬の適切な服薬管理などに努めます。 

 ○ 医療用麻薬を迅速かつ適切に在宅患者に提供するため、地域単位での麻薬の在庫情   

報の共有化による薬局間での融通などに努め、麻薬の円滑な供給を図ります。 

 

（８）訪問看護事業所の役割 

 ○ 在宅生活に移行するに当たっては、病院看護師等の医療機関のスタッフと訪問看護   

師が入院中から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 

 ○ 治療や療養を必要とする患者が、通院困難な状態にあっても患者や家族が希望する   

自宅等の生活の場で必要な医療を受けられるよう、地域の特性や生活状況を踏まえた   

適切なケアの提供を行うとともに、関係機関との調整を行う中心的な存在として、在   

宅生活の継続に向けた取組を進めます。 

 ○ 在宅で療養生活を継続する患者の急変時に適切に対応できるよう、平時から救急時   

の連携体制や救急車到着までの対処方法などを患者・家族と事前に取り決め、緊急時   

の対応に備えます。 

 ○ 在宅療養中の患者が自宅等での看取りを希望する場合、主治医及び関係者と十分 

  に連携し、患者に対する緩和ケアや家族に対する精神的支援などに努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


